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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

（1） 連結経営指標等

　

回次 第100期 第101期 第102期 第103期 第104期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高
（百万
円）

14,665 17,105 17,857 17,598 17,268

経常利益金額
（百万
円）

585 696 549 284 315

当期純利益金額又は
当期純損失金額（△）

（百万
円）

197 361 △ 203 163 132

純資産額
（百万
円）

9,201 9,435 9,172 9,178 9,155

総資産額
（百万
円）

20,599 22,223 23,667 23,600 22,337

１株当たり純資産額 （円） 279.45 286.60 278.64 274.99 274.02

１株当たり当期純利益金額

又は当期純損失金額（△）
（円） 6.00 10.98 △ 6.19 4.97 4.04

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金額
（円） ― ― ― ― ―

自己資本比率 （％） 44.7 42.5 38.8 38.4 40.4

自己資本利益率 （％） 2.16 3.88 ― 1.79 1.46

株価収益率 （倍） 39.33 23.59 ― 48.09 36.14

営業活動による
キャッシュ・フロー

（百万
円）

1,557 1,141 401 655 270

投資活動による
キャッシュ・フロー

（百万
円）

△ 698 △ 1,164 △ 509 △ 720 △ 810

財務活動による
キャッシュ・フロー

（百万
円）

△ 565 △ 279 △ 43 966 112

現金及び現金同等物
の期末残高

（百万
円）

1,801 1,498 1,510 2,411 1,983

従業員数 （名） 362 375 412 418 386

（注） １　売上高には、消費税等は含まれておりません。
２　第102期の当期純利益の大幅な減少は、固定資産の減損に係る会計基準適用に伴う減損損失の計上等によるも
のです。

３　平成16年３月期、平成17年３月期及び平成19年３月期の「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」については
潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４　平成18年３月期の「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」については、１株当たり当期純損失であり、また、
潜在株式が存在しないため記載しておりません。

５　平成18年３月期の「自己資本利益率」、「株価収益率」については、当期純損失を計上しているため記載して
おりません。

６　従業員数は、就業人員数を表示しております。
７　純資産額の算定にあたり、第103期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準
第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第
８号）を適用しております。
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（2） 提出会社の経営指標等

　

回次 第100期 第101期 第102期 第103期 第104期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高
（百万
円）

13,582 16,109 15,623 15,801 14,900

経常利益金額
（百万
円）

598 705 397 195 239

当期純利益金額又は
当期純損失金額（△）

（百万
円）

209 344 △ 267 163 127

資本金
（百万
円）

1,855 1,855 1,855 1,855 1,855

発行済株式総数 （株） 32,930,74932,930,74932,930,74932,930,74932,930,749

純資産額
（百万
円）

9,092 9,314 8,994 8,875 8,836

総資産額
（百万
円）

19,487 21,037 20,745 21,172 19,477

１株当たり純資産額 （円） 276.17 282.92 273.23 269.63 268.48

１株当たり配当額
（内１株当たり
中間配当額）

（円）

（円）

4.00

（2.00）

4.00

（2.00）

4.00

（2.00）

4.00

（2.00）

4.00

（2.00）

１株当たり当期純利益金額

又は当期純損失金額（△）
（円） 6.38 10.47 △ 8.12 4.96 3.86

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金額
（円） ― ― ― ― ―

自己資本比率 （％） 46.7 44.3 43.4 41.9 45.4

自己資本利益率 （％） 2.33 3.74 ― 1.83 1.44

株価収益率 （倍） 36.99 24.74 ― 48.19 37.82

配当性向 （％） 62.70 38.20 ― 80.65 103.63

従業員数 （名） 343 358 349 332 308

（注） １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　第102期の当期純利益の大幅な減少は、固定資産の減損に係る会計基準適用に伴う減損損失の計上等によるも

のです。

３　平成16年３月期、平成17年３月期及び平成19年３月期の「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」については

潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４　平成18年３月期の「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」については、１株当たり当期純損失であり、また、

潜在株式が存在しないため記載しておりません。

５　平成18年３月期の「自己資本利益率」、「株価収益率」については当期純損失を計上しているため記載してお

りません。

６　従業員数は、就業人員数を表示しております。

７　純資産額の算定にあたり、第103期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第

８号）を適用しております。
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２ 【沿革】

昭和12年10月 東洋精機株式会社を埼玉県蕨市に設立、資本金48万円。

昭和14年２月 社名を東洋精工業株式会社と変更、内燃機関用ピストン及びピストンリングを製造。

昭和24年12月 ガス、水道用鋳鉄管（立型鋳鉄管）の製造を開始。

昭和27年３月 東京営業所を開設。

昭和29年９月 遠心力砂型鋳鉄管の製造開始。

昭和35年１月 社名を日本鋳鉄管株式会社と変更、資本金１億5,000万円。

昭和37年１月 本社を東京に移す。

昭和37年７月 東京証券取引所市場第二部に上場。

昭和38年５月 ダクタイル鋳鉄管（大口径管）の製造を開始。

昭和40年12月 建設業法による大臣登録の認可を受ける。

昭和42年４月 中部営業所（名古屋市）を開設。

昭和44年７月 東北営業所（仙台市）を開設。

昭和51年１月 北海道営業所（札幌市）を開設。

昭和53年６月 倉庫業務、運送業務を開始。

昭和56年５月 工場を埼玉県南埼玉郡菖蒲町へ全面移転。

昭和61年３月 鉄蓋工場（埼玉県久喜市）を買収し、製造を開始。

平成元年８月 多目的鋳造設備を導入。

平成５年９月 東京証券取引所市場第一部に上場。

平成８年３月 第１回無担保転換社債（調達資金30億円）の発行。

平成９年４月 日鋳商事株式会社の全株式を取得（現・連結子会社）。

平成10年１月 レジンコンクリート管の製造を開始。

平成10年８月 ポリエチレン管の製造を開始。

平成12年９月 九州営業所（福岡市）を開設。

平成13年11月 日鋳サービス株式会社を設立（現・連結子会社）。

平成15年４月 エンジニアリング事業部を新設。

平成16年１月 株式会社鶴見工材センターを設立（現・連結子会社）。

平成18年２月 利根鉄工株式会社の株式を取得（現・連結子会社）。

平成18年10月 大阪営業所（大阪市）を開設。
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３ 【事業の内容】

当社の企業集団は、当社と連結子会社４社及びその他の関係会社２社で構成され、上下水道・ガス用資材

であるダクタイル鋳鉄製品（鋳鉄管、鉄蓋）、樹脂管及び関連付属品の製造販売ならびに水関連工事のエン

ジニアリング（設計・工事）を主な事業としており、さらに倉庫業、道路貨物運送業及び「産業廃棄物の運

搬及び積み替え保管事業」等を展開しております。

当社グループの事業内容と、当社及び主要な関係会社の当該事業に係る位置付けは、次のとおりでありま

す。

なお、下記区分は後記、第５［経理の状況］１［連結財務諸表等］の注記に掲げる［事業の種類別セグメ

ント情報］の区分と同一であります。

日鋳商事株式会社 当社の販売店

株式会社鶴見工材センター ガス用配管材等の保管及び運送の委託

日鋳サービス株式会社 当社久喜菖蒲工場の業務請負先及び鉄管類リサイクル事業

利根鉄工株式会社 異形管・鉄蓋等の製造

JFEエンジニアリング株式会社エンジニアリングの受注、原材料等の購入等
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事業の系統図は次のとおりであります。
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４ 【関係会社の状況】

　

名称 住所
資本金又は
出資金
（百万円）

主要な事業
の内容

議決権の
所有（被所有）割合

関係内容
所有割合
（％）

被所有割合
（％）

（連結子会社） ダクタイル鋳鉄
製品，エンジニ
アリング，樹脂
管・倉庫その他

日鋳商事㈱　 埼玉県蕨市 28 100.0 ―
①　役員の兼任３名
②　営業上の取引
　　当社製品の販売店

（連結子会社） ①　役員の兼任３名

㈱鶴見工材センター
神奈川県
横浜市鶴見区

50
樹脂管・倉庫そ
の他

60.0 ―

②　営業上の取引
　　ガス用配管材等の保管
　　及び輸送の委託先
③　資金援助
　　同社に対する資金融資

（連結子会社） ①　役員の兼任４名

日鋳サービス㈱
埼玉県南埼玉郡
菖蒲町

40
樹脂管・倉庫そ
の他

100.0 ―
②　営業上の取引
　　当社久喜菖蒲工場の
　　業務請負先

（連結子会社） ①　役員の兼任２名

利根鉄工㈱
群馬県
佐波郡玉村町

20
ダクタイル鋳鉄
製品

81.3 ―
②　営業上の取引
　　当社製品の製造

（その他の関係会社）

ジェイ エフ イー 
ホールディングス㈱

東京都千代田区 147,143

鉄鋼業、総合エ
ンジニアリング
業等を行う子会
社の持株会社

―
29.3

（29.3）
JFEエンジニアリング株式会
社の完全親会社

（その他の関係会社） ①　役員の兼任２名

JFEエンジニアリング㈱東京都千代田区 10,000
総合エンジニ
アリング業

― 29.2
②　営業上の取引
　　エンジニアリングの受注、

原材料等の購入先

（注） １　主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

２　ジェイ　エフ　イー　ホールディングス㈱は有価証券報告書提出会社であります。

３　議決権の被所有割合の（　）内は、間接所有割合で内書きとして記載しております。

４　日鋳商事㈱については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合が10％を超

えております。　

       　　主要な損益情報等　①　売上高　　　2,507百万円

　　　　　　　　　　　 　　②  経常損失  　   23  〃

　　　　　　　　　　　　　 ③　当期純損失　　 27  〃

　　　　　　　　　　　　　 ④　純資産額      106　〃

　　　　　　　　　　　　　 ⑤　総資産額　　1,499　〃
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５ 【従業員の状況】

（1） 連結会社の状況

平成20年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（名）

ダクタイル鋳鉄製品 296

エンジニアリング事業 10

樹脂管・倉庫その他 42

全社（共通） 38

合計 386

（注） １　従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出

向者を含む就業人員であります。

２　当連結会計年度において、企業集団の従業員数は前連結会計年度と比べ32名減少しております。その主な理由

は、エンジニアリング事業の縮小に伴う人員減少分であります。

　

（2） 提出会社の状況

平成20年３月31日現在

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

308 39.6 14.0 5,944

（注） １　従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

　

（3） 労働組合の状況

当社グループには、JAM埼玉日本鋳鉄管労働組合が組織されており、平成20年３月31日現在組合員数は

242名であります。

なお、労使関係について特に記載すべき事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

（1） 業績

当連結会計年度における当社を取り囲む事業環境は、製造面、販売面で一段と厳しさを増して推移い

たしました。製造面では、当社の主たる事業である鋳鉄製品の原材料（鋼屑、銑鉄、コークス等）の市況

価格が近年にない勢いで高騰が続き、さらには原油高もあり製造コストを大きく押し上げる要因と

なっております。また販売面では、国及び地方自治体の厳しい財政事情から上下水道用資材の需要が引

き続き低い水準で推移いたしました。

このような事業環境のもと、当社は顧客ニーズに迅速・的確に対応した生産・販売及び原材料の安

価購買、合理化投資等による製造原価の低減ならびに本社機構も含めた経費削減等を推進し、収益性を

重視した事業基盤の構築に取り組んでまいりました。

その結果、当連結会計年度の業績は、売上高が172億68百万円と前連結会計年度に比べ３億29百万円

（1.9％）の減収となりました。

利益に関しましては、全製品にわたり原材料価格が上昇した影響が大きかったものの、製造コストの

合理化、また営業部門及び管理部門での一般管理費を大幅に削減した結果、経常利益は３億15百万円と

前連結会計年度に比べ31百万円（11.0％）の増益となりました。また、当期純利益につきましては、当

連結会計年度において下水用樹脂管（レジンコンクリート製品）の製造設備の減損損失を計上した影

響もあり、１億32百万円となりました。前連結会計年度との比較では、30百万円（18.7%）減少いたしま

した。

　

①　事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。

1）　ダクタイル鋳鉄製品

ダクタイル鋳鉄製品のうち鋳鉄管は、他社からの受託生産もあり販売量は増加しました。また、原

材料価格の急騰にともなう原価の上昇は一企業の合理化努力では吸収できないと判断し、平成19年

12月に鋳鉄管・異形管等の販売価格の改定を行ないました。その後、販売価格は徐々に改善し売上高

は前連結会計年度に比べ増加しました。鉄蓋につきましては、下水道分野の市場規模が縮小してお

り、販売量が減少し、減収となりました。その結果、売上高は132億50百万円と前連結会計年度に比べ

６億98百万円（5.6％）の増収となりました。

営業利益につきましては、原材料価格が上昇した影響が大きく、１億99百万円と前連結会計年度に

比べ１億40百万円（41.3％）の減益となりました。

2）　エンジニアリング事業

エンジニアリング事業につきましては、当連結会計年度より営業領域を絞り込み鋳鉄管の配管工

事を中心といたしました。その結果、売上高が８億60百万円と前連結会計年度に比べ１１億69百万円

（57.6％）の減収となりました。

営業利益につきましては、営業組織を大幅に縮小し営業費用を削減したため、前連結会計年度に比

べ83百万円（40.3％）営業損失が減少し、１億23百万円の営業損失となりました。

3）　樹脂管・倉庫その他

樹脂管・倉庫その他の事業につきましては、樹脂管で売上高が減少しましたが、全体では概ね堅調

に推移し、売上高が31億57百万円と前連結会計年度に比べ１億41百万円（4.7％）の増収となりまし

た。

営業利益につきましては、樹脂管の利益率改善に加え、「資材の保管・輸送業務」「鋳鉄管類のリ

サイクル事業」が好調に推移したため、２億70百万円と前連結会計年度に比べ１億42百万円

（110.6％）の増益となりました。
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②　所在地別セグメントの状況

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、当該事項はありません。

　

（2） キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度における連結べースの現金及び現金同等物（以下、「資金」という）は、19億83百万円

と前連結会計年度末に比べて４億27百万円（17.7％）の減少となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動による資金の増加は、２億70百万円（前連結会計年度は６億55百万円の増加）となりました。

 

これは主に税金等調整前当期純利益２億78百万円、減価償却費10億32百万円に加え、売上債権の減少３億

９百万円があったものの、仕入債務の減少による支出12億62百万円及び、法人税等の支払い１億28百万円

等によるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動による資金の減少は、８億10百万円（前連結会計年度は７億20百万円の減少）となりました。

これは主に有形固定資産の取得による支出６億75百万円と、投資有価証券の取得による支出１億34百

万円によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動による資金の収入は１億12百万円（前連結会計年度は９億66百万円の増加）となりました。

これは主に借入金の増加２億49百万円によるものであります。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

（1） 生産実績

当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

事業の種類別セグメント 金額（百万円） 前年同期比（％）

ダクタイル鋳鉄製品 11,198 +2.5

エンジニアリング事業 ─ ─

樹脂管・倉庫その他 613 △6.2

合計 11,812 +2.0

（注） １　セグメント間取引はありません。

２　金額は販売価格を以って計上しております。

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

（2） 受注実績

当連結会計年度における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

事業の種類別セグメント 受注高（百万円） 前年同期比（％） 受注残高（百万円） 前年同期比（％）

ダクタイル鋳鉄製品 12,638 △7.5 1,578 △27.9

エンジニアリング事業 641 △29.6 214 △50.5

樹脂管・倉庫その他 3,049 △3.0 149 △42.1

合計 16,329 △7.9 1,942 △32.6

（注） １　セグメント間取引はありません。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

（3） 販売実績

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

事業の種類別セグメント 金額（百万円） 前年同期比（％）

ダクタイル鋳鉄製品 13,250 +5.6

エンジニアリング事業 860 △57.6

樹脂管・倉庫その他 3,157 +4.7

合計 17,268 △1.9

（注） １　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。

　

相手先
前連結会計年度 当連結会計年度

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

太三機工㈱ 1,937 11.0 2,356 13.6

安田㈱ ─ ─ 1,810 10.5

旭鉄工㈱ 2,035 11.6 ─ ─

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。なお、旭鉄工㈱につきましては当連結会計年度の販売高の割

合が１０％以下であったため、販売高及び割合（％）の記載を省略しております。
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３ 【対処すべき課題】

（1） 経営の基本方針

当社は上下水道、エネルギー、情報通信を中心とした地域インフラ整備に対して、鋳鉄管、鉄蓋、樹脂管及

び関連資材の供給を中心とした事業展開を図っております。

しかしながら、公共事業費縮減のなか、鋼屑をはじめとする原材料価格の高騰など、経営環境は引き続き

厳しさが予想され、上下水道事業を中心に当社を取り巻く事業変化に合わせ、合理化・経費削減等による収

益力向上及び顧客ニーズに迅速・的確に対応した生産・販売により、収益性を重視した事業基盤構築を基

本方針といたします。

そのために、下記の５点を重視した事業運営を行ってまいります。

① 見える経営

経営課題・経営数値の顕在化と問題意識の共有による経営の効率化

② 実益主義

実益を重視する営業・製造体制の確立

③ 毛細経営

組織の最前線の抱える課題・問題意識の共有化、組織一丸となった解決策の展開

④ 次世代を見据えた戦略商品の育成

次世代を見据えた商品戦略の構築と実行計画の展開

⑤ コンプライアンス重視の経営

内部統制システムの一層の整備・充実とコンプライアンス重視の風土の徹底

　

　（2） 中期的な経営戦略と課題

当社は、平成17年9月に向こう5年間を展望した5ヵ年の中期経営計画を策定し、既存事業の収益力を抜

本的に強化するとともに、上下水道工事に関するエンジニアリング事業の拡大を目指しておりましたが、

当社を取り巻く経営環境の変化は激しく、現在、平成20年度前半を目途に下記の課題解決を重点に、中期

経営計画の見直しを行ってまいります。

① 中期的視点を踏まえた商品戦略の抜本的見直しと速やかな実施

当社の営業品目のうち、現時点での採算性と今後の需要動向から判断して将来展望が不透明な商品

については、各商品ごとに事業戦略を検証するとともに、他社とのアライアンスも含め事業性向上に取

り組んでまいります。

　

② 鋳鉄管の競争力強化

水道用鋳鉄管の需要が継続的に減少し、原材料価格が高騰を続けているなか、当社のコア事業として

の鋳鉄管事業の収益力を一層強化する必要があります。そのためには、販売価格の改善と併せて製造原

価のさらなる削減が不可欠で、これを実現するために、製造から販売までの一貫原価の管理と個別品種

ごとの採算管理を強化してまいります。

　

③ 樹脂管・ガス部門における新規顧客の開拓

当社は、ガス会社向けの配管資材等の製造・販売を行っております。今後とも顧客ニーズに沿った新

商品の開発に取り組み取引拡大に努めるとともに、新規顧客の開拓を積極的に進めてまいります。

　

④ 工場の最適運営及び経費削減

水道用鋳鉄管の需要減が予想されるなか、今後さらに新商品の開発に注力するとともに、既存商品、

新規商品の生産量に応じた機動的な製造体制の確立に努めてまいります。併せて、原材料の安定的確保
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と原価削減に向けた組織のスリム化、徹底した経費の削減も行ってまいります。

　

⑤ 在庫圧縮を主としたキャッシュ・フローの改善

当社の経営基盤を強化するためには、収益力の向上に加え財務体力の強化が課題となります。そのた

めに自己資本の充実と併せ、借入金の削減を図るべくフリーキャッシュ・フローの改善に努めてまい

ります。具体的には、生産リードタイム短縮等による製品在庫の圧縮、設備投資の厳選及び営業債権／

債務のバランス適正化等により改善してまいります。

　

⑥ 技術開発の推進

当社は、従来、鋳造製品・樹脂製品の生産技術の開発・向上に力点をおいて研究開発を行ってきまし

たが、今後はさらに民需向け鋳造品、ガス会社向け新規商品の開発にも注力し、独自技術の開発、商品化

を目指してまいります。

　

⑦ グループ会社の強化

当社は平成16年度より「資材の保管・輸送業務」「鋳鉄管類のリサイクル事業」等の新規事業を株

式会社鶴見工材センター及び日鋳サービス株式会社にて行っており、一層のリサイクル品目の拡大を

目指しております。また、連結子会社の利根鉄工株式会社では異形管・鉄蓋を製造しておりますが、生

産設備である多目的鋳造設備の能力を最大限に活用すべく、民需品への進出をさらに強化いたします。

これによりダクタイル鋳鉄製品の収益改善につなげてまいります。
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４ 【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及

ぼす可能性のある事項は以下のようなものがあります。

　

（1） 原材料の価格変動

当社は主たる商品を素材から製造しており、原材料の製造原価に占める割合は約50％となっておりま

す。当連結会計年度において、鋼屑、コークス及び石油関連製品の購入価格が国際市況の影響を受け大幅

に上昇しており、原材料価格の変動リスクが顕在化しました。これを受け、当社は平成19年12月に鋳鉄管

類の価格改定を行い、平成20年６月に再度価格改定を行いました。これによってコスト上昇分を販売価格

に転嫁し、コスト上昇影響の最小化に努めております。なお、今後の原材料価格の動向によって当社グ

ループの業績が変動する可能性があります。

　　

（2） 取引先（市場）について

当社グループが取り扱う商品の多くは、地方自治体等の公共事業向けとなるため、各年度の公共事業予

算に依存しております。従って、公共事業予算が大きく変動した場合、当社グループの売上高及び業績に

大きな影響を与える可能性があります。

　

（3） 訴訟事件について

当社はダクタイル鋳鉄管の取引に関し、公正取引委員会より平成11年４月22日付で独占禁止法違反の

審決を受け、また同年12月22日付で同法48条の２第１項の規定による課徴金10億5,354万円の納付命令を

受けました。平成12年１月20日に不服申立てを行ない、その後審判手続きを行ってまいりましたが、目下

審決を待っているところです。

　

５ 【経営上の重要な契約等】

（業務提携基本契約）

　

契約会社名 契約の相手先 契約締結日 契約内容 契約期間

提出会社 株式会社栗本鐵工所 平成14年６月25日
鋳鉄管事業等での生産・物流・購
買・技術分野における業務提携

自　平成14年６月25日
至　平成21年６月24日

　

EDINET提出書類

日本鋳鉄管株式会社(E01283)

有価証券報告書

14/97



６ 【研究開発活動】

当社グループ（当社及び連結子会社）は、産業活動や日々の生活に欠かせない、水・エネルギー・情報

・通信などを輸送・供給するための、各種管材料その他の商品を提供することにより、社会に貢献するこ

とを、会社存立の基本理念としてまいりました。

そのなかで、今年度は、技術力対応と将来の新規商品開発力の強化を目的に技術集約を行い、商品技術

センターとして組織を再編して次世代を見据えた商品戦略の育成を推進するとともに、外部各種団体の

研究会にも積極的に参加して、市場動向と研究開発の情報収集に努めてまいりました。

製造部門においても技術開発による生産性向上をはかり、収益の改善及び企業体質の強化を目指して

おります。

当連結会計年度におけるグループ全体の研究開発費は33百万円であり、各セグメント別の研究の目的、

主要課題、研究成果及び研究開発費は次のとおりであります。

　

（1） ダクタイル鋳鉄製品

水道用鋳鉄管の主力商品である高機能ダクタイル鉄管（安心・快適な水供給、安定した水供給、丈夫で

長持ちの機能を有する）については、普及活動とともにＮＳ形ダクタイル鉄管の口径拡大に取り組んで

まいりましたが、今年度は呼び径500～1000の規格の一部変更に伴う管の試作と継手性能の試験を行い、

新規格での販売を開始しました。新規格の商品は、従来品に比べてより施工性が改善されております。

また、厚生労働省より「水道施設の技術的基準を定める省令の一部を改正する省令」が平成20年3月に

公布され、その後に「水道施設の耐震化の計画的実施」が各都道府県に通知され、その趣旨は「破損した

場合に影響範囲の大きな水道施設・基幹管路の早期の耐震化完了」をもとめているものであり、今後、耐

震管のさらなる普及が期待されております。

鉄蓋については、次世代型高品位鉄蓋の開発と普及活動に取り組んでいますが、本商品は昨年の下水道

展で展示して高い評価を得ており、今後広範囲に普及することが期待されております。

外部各種団体の研究会については、財団法人水道技術研究センター、各種鋳物関連の団体に参画し委員

会活動をしております。

当連結会計年度におけるダクタイル鋳鉄商品に係る研究開発費は、24百万円であります。

　

（2） 樹脂管・倉庫その他

ガス用鋳鉄商品については、ガス会社と共同で配管材料の改良品の開発と性能試験を行っており、平成

20年度中には新商品として販売することを目指しております。

レジンコンクリート管は高強度と高い耐食性能を有していますが、その性能を実証するための長期試

験を財団法人下水道新技術推進機構及び株式会社アソウレジコンと共同で行なっております。

この試験は、下水道管として他の管材よりも長い耐用年数を証明することで、下水道事業体向けに普及

活動を進めることを目的としています。

当連結会計年度における樹脂管・倉庫その他に係る研究開発費は、8百万円であります。
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７ 【財政状態及び経営成績の分析】

（1） 今期の経営成績の分析

当社グループの当連結会計年度の経営成績は、売上高が172億68百万円（前連結会計年度に比べ３億29

百万円（1.9％）の減収）、経常利益３億15百万円（前連結会計年度に比べ31百万円（11.0％）の増益）

となりました。また、当期純利益につきましては１億32百万円（連結会計年度に比べ30百万円（18.7%）

の減益）となりました。

これらの主な要因は以下のとおりです。

　

① 売上高

売上高は、主力のダクタイル鋳鉄製品（鋳鉄管、鉄蓋）で販売量増により増加しましたが、エンジニ

アリング事業の事業領域を今期より大幅に絞り込んだため、172億68百万円と前連結会計年度に比べ３

億29百万円（1.9％）の減収となりました。

　

② 営業利益

売上高の減少と原材料価格の上昇影響が大きく、売上総利益は３億１百万円減少しましたが、人員の

削減及び経費削減に取り組み、販売費及び一般管理費を３億65百万円削減いたしました。その結果、営

業利益は前連結会計年度に比べ63百万円（23.6%）増加し、３億34百万円となりました。

　

③ 経常利益

有利子負債の増加にともない支払利息が22百万円増加するなど営業外費用が増加したため、経常利

益は前連結会計年度に比べ３１百万円（11.0％）増加し、３億１５百万円となりました。

　

④ 当期純利益

前連結会計年度において特別利益として有価証券売却益２億５百万円を計上したため、当期純利益

は前連結会計年度に比べ30百万円（18.7％）減少し１億32百万円となりました。
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（2） 資本の財源及び資金の流動性についての分析

① キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度のキャッシュ・フローにつきましては、営業活動により資金が２億70百万円増加し

ましたが、投資活動により資金が８億10百万円減少しました。その結果、フリーキャッシュ・フローは

５億40百万円の支出となりました。

これに対し財務活動によるキャッシュ・フローにおいて、有利子負債を２億49百万円増加し、配当金

1億36百万円を支出した結果、現金及び現金同等物は、当連結会計年度において４億27百万円減少いた

しました。

　

② 有利子負債の状況

当連結会計年度は設備投資を圧縮しましたが、営業活動による収入が減少したため有利子負債が２

億49百万円増加いたしました。

　

③ 財政状態

当連結会計年度末の総資産は223億37百万円と前連結会計年度末に比べ12億62百万円減少いたしま

した。これは有形固定資産の減少に加え、現金及び預金、完成工事未収入金が減少した事によるもので

あります。

負債は131億82百万円と前連結会計年度末に比べ12億39百万円減少しました。これは主に支払手形及

び買掛金が減少した事によるものであります。

純資産は22百万円減少し91億55百万円となりました。これは主に有価証券評価差額金が減少した事

によるものであります。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当社グループ（当社及び連結子会社）は、生産の合理化及び設備の更新に重点を置き、合わせて耐震鋳鉄

管製造ライン増強設備工事への投資を行っております。

当連結会計年度の設備投資（有形固定資産受入ベースの数値。金額には消費税等は含まない。）等の総額

は584百万円であり、事業の種類別セグメントの設備投資について示すと、次のとおりであります。

　

（1） ダクタイル鋳鉄製品

当社の久喜菖蒲工場において中子内製化、直管用金枠等総額525百万円の設備投資を行いました。

なお、重要な設備の除却または売却はありません。

　

（2） エンジニアリング事業

重要な設備の新設はありません。

なお、重要な設備の除却または売却はありません。

　

（3） 樹脂管・倉庫その他

連結子会社の株式会社鶴見工材センターにおいてパレットラック新設工事等、総額23百万円の設備投

資を行いました。

なお、重要な設備の除却または売却はありません。

　

（4） 消去又は全社

当社の久喜菖蒲工場において移動式テントの設置工事等、総額35百万円の設備投資を行いました。

なお、重要な設備の除却または売却はありません。
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２ 【主要な設備の状況】

当社グループ（当社及び連結子会社）における主要な設備は以下のとおりであります。

（1） 提出会社

平成20年３月31日現在

事業所名
（所在地）

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業員数
（名）建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
（面積千
㎡）

その他 合計

本社
（東京都中央
区）

全社的管
理業務、
販売業務

その他
設備

10 0
─

（─）
12 22 78

久喜菖蒲工場
（埼玉県南埼玉
郡菖蒲町）

ダクタイル
鋳鉄製品

鋳鉄管、
鉄蓋生産設
備

1,078 3,270
2,238
（116）
[19]

290 6,878 203

鉄蓋精整工場
（利根鉄工㈱埼
玉工場）
（埼玉県久喜
市）

ダクタイル
鋳鉄製品

鉄蓋精整設
備

13 61
191
（3）
[3]

3 270 ─

樹脂管工場
（埼玉県久喜
市）

樹脂管・
倉庫他

樹脂管
生産設備

76 3
346
（8）
[2]

0 426 9

蕨倉庫
（埼玉県蕨市）

樹脂管・
倉庫他

その他
設備

38 1
─

（─）
[8]

0 40 ─

　

（2） 国内子会社

平成20年３月31日現在

会社名
事業所名
（所在地）

事業の種
類別セグ
メントの
名称

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業員数
（名）建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
（面積千
㎡）

その他 合計

日鋳商事
株式会社

本社
（埼玉県
蕨市）

ダクタイル
鋳鉄製品・
エンジニア
リング他

車両等 0 0
─

（─）
0 0 20

株式会社
鶴見工材
センター

本社
（神奈川
県横浜市
鶴見区）

樹脂管・
倉庫他

倉庫設備 288 10
─

（─）
[18]

17 316 14

日鋳サー
ビス株式
会社

鶴見事業
所
（神奈川
県横浜市
鶴見区）

樹脂管・
倉庫他

事務所、
作業場
設備

14 3
─

（─）
[0]

1 19 2

利根鉄工
株式会社

本社
（群馬県
佐波郡玉
村町）

ダクタイル
鋳鉄製品

異形管・
鉄蓋等
製造設備

104 165
300
（9）
[3]

15 586 42

（注） １　帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品及び建設仮勘定の合計であります。

なお、金額には消費税等は含まれておりません。

２　提出会社においては、土地及び建物の一部を賃借しております。年間賃借料は172百万円であります。また、土地

及び設備の一部を賃貸しております。年間賃貸料は127百万円であります。なお、賃借している土地の面積につ

いては、[　　] で外書きしております。

３　現在休止中の主要な設備はありません。

４　上記の他、提出会社における連結会社以外からの主要な賃借設備の内容は、下記のとおりであります。

　

事業所名
（所在地）

事業の種類別
セグメント
の名称

設備の内容 台数
リース
期間

年間
リース料
（百万円）

リース契約
残高

（百万円）

久喜菖蒲工場
（埼玉県南埼玉
郡菖蒲町）

ダクタイル鋳
鉄製品

異形管金枠 １式 ４年 40 132
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３ 【設備の新設、除却等の計画】

（1） 重要な設備の新設

重要な設備の新設等の計画はありません。

（2） 重要な設備の除却等

経常的な設備の更新のための除却等を除き、重要な設備の除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

（1） 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 128,000,000

計 128,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類

事業年度末現在
発行数（株）
（平成20年３月31

日）

提出日現在
発行数（株）
（平成20年６月30

日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 32,930,74932,930,749
東京証券取引所
（市場第一部）

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

計 32,930,74932,930,749― ―

　

（2） 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

（3） 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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（4） 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額

（百万円）

資本金残高

（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成８年４月１日～
平成９年３月31日
（注）

930 32,930 255 1,855 255 264

（注）　転換社債の株式転換による増加

　

（5） 【所有者別状況】

平成20年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数1,000株）

単元未満
株式の状況
（株）

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
（人）

1 28 30 46 23 1 3,8033,932 ―

所有株式数
（単元）

5 2,942 257 15,205 622 2 13,84132,87456,749

所有株式数
の 割 合
（％）

0.0 9.0 0.8 46.3 1.9 0.0 42.1 100.0 ―

（注） １　自己株式15,649株は、「個人その他」に15単元、「単元未満株式の状況」に649株含まれております。

２　「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の株式が２単元含まれております。

　

（6） 【大株主の状況】

平成20年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合（％）

ＪＦＥエンジニアリング
株式会社

東京都千代田区丸の内１―１―２ 9,600 29.2

ティージー・エンタープライズ
株式会社

東京都港区芝４―９―４ 2,333 7.1

東京瓦斯株式会社 東京都港区海岸１―５―20 1,000 3.0

旭鉄工株式会社 福岡県福岡市博多区博多駅前２―１―１ 850 2.6

株式会社みずほコーポレート
銀行

東京都千代田区丸の内１―３―３ 679 2.1

村　山　信　也 東京都西多摩郡瑞穂町 617 1.9

渡辺倉庫株式会社 東京都港区浜松町２―４―21 600 1.8

シービーエヌワイ　デイエフエ
イ　インターナショナル　キャッ
プ　バリュー　ポートフォリオ
（常任代理人　シティバンク，
エヌ・エイ東京支店） 
 

１２９９　ＯＣＥＡＮ　ＡＶＥＮＵＥ,１
１Ｆ,ＳＡＮＴＡＭＯＮＩＣＡ,ＣＡ　９
０４０１　ＵＳＡ

437 1.3

第一生命保険相互会社 東京都千代田有楽町１―13―1 400 1.2

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１―８―11 324 1.0

計 ― 16,841 51.1

（注）　上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 324千株
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（7） 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ―

議決権制限株式（その他） ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）
普通株式 15,000

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式（その他）
普通株式

32,859,000
32,859同上

単元未満株式
普通株式

56,749
― 同上

発行済株式総数 32,930,749― ―

総株主の議決権 ― 32,859 ―

（注） １　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株（議決権２個）

含まれております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式649株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成20年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合
（％）

（自己保有株式）
日本鋳鉄管株式会社

東京都中央区日本橋人形町
１―３―８

15,000 ─ 15,000 0.0

計 ― 15,000 ─ 15,000 0.0

　

（8） 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】
　

【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得
　

（1） 【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

　

（2） 【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

　

（3） 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（千円）

　当事業年度における取得自己株式 3,287 669

　当期間における取得自己株式 ─ ─
（注）当期間における取得自己株式には、平成20年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式数は含めておりません。

　

（4） 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
当事業年度 当期間

株式数（株） 処分価額の総額（千円） 株式数（株） 処分価額の総額（千円）

引き受ける者の募集を
─ ─ ─ ─

行った取得自己株式

消却の処分を行った取
─ ─ ─ ─

得自己株式

合併、株式交換、会社

─ ─ ─ ─分割に係る移転を行っ

た取得自己株式

その他 ─ ─ ─ ─

保有自己株式数 15,649 ─ 15,649 ─

（注）当期間における保有自己株式数には、平成20年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取りによる株式数は含めておりません。
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３ 【配当政策】

当社は、上下水道・ガス事業を中心とする公共性の高い業種であり、長期にわたり安定的な経営基盤の確

立が重要であると考えており、株主各位への安定的な配当の維持を基本方針としております。

当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本的な方針としております。配当の決議機関

は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。

当事業年度の剰余金配当につきましては、平成20年６月27日開催の第104期定時株主総会において１株に

つき２円と決議され、中間配当（１株当たり２円）と合わせ、１株当たり配当金は年４円としております。

内部留保資金の使途につきましては、経営体質の強化及び今後の事業展開に備えることとし、株主各位の

長期的な利益の確保をはかってまいります。

　なお、当社は中間配当を行うことができる旨を定めております。

（注）　基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日 配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当金
（円）

平成19年10月30日
取締役会決議

65 2.00

平成20年6月27日
定時株主総会決議

65 2.00

　

４ 【株価の推移】

（1） 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第100期 第101期 第102期 第103期 第104期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

最高（円） 260 294 351 314 273

最低（円） 121 180 225 216 106

（注）　最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

（2） 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別 平成19年10月 平成19年11月 平成19年12月 平成20年１月 平成20年２月 平成20年３月

最高（円） 240 209 191 160 166 149

最低（円） 181 179 157 106 130 121

（注）　最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

代表取締役
社長

― 池　端　　　豊 昭和22年１月22日生

昭和45年４月 日本鋼管株式会社入社

（注）3 13

平成５年７月 同社総合エンジニアリング事業

部鶴見製作所修繕船部長

平成13年４月 同社総合エンジニアリング事業

部重工センター長

平成14年12月 冨士化工㈱代表取締役社長

平成19年４月 当社常勤顧問

平成19年６月 当社代表取締役社長就任（現）

常務取締役
樹脂管・ガ
ス営業本部
長

根　本　雅　夫 昭和22年１月６日生

昭和47年４月 東京瓦斯株式会社入社

（注）3 43

平成３年７月 同社神奈川事業本部技術部長

平成13年６月 同社神奈川導管事業部長

平成15年６月 当社取締役就任

平成16年６月 当社ガス事業部長、商品開発セ

ンター、品質保証室担当

平成18年６月 当社常務取締役就任（現）

平成19年６月 日鋳サービス株式会社代表取締

役社長（現）

平成19年６月 株式会社鶴見工材センター代表

取締役社長（現）

平成19年６月 当社樹脂管・ガス営業本部長

（現）

常務取締役 管理本部長 深　澤　　　寛 昭和25年８月19日生

昭和48年４月 株式会社日本興業銀行入社

（注）3 1

平成11年５月 同社コーポレートリテイル推進

部長

平成12年７月 当社企画室部長

平成16年６月 当社工場長

平成17年６月 当社取締役就任（現）

平成19年６月

平成20年４月

当社管理本部長（現）

当社常務取締役就任（現）

取締役
特命事項担
当

阿久津　　　守 昭和25年８月20日生

昭和45年５月 当社入社

（注）3 7

平成元年７月 当社中部営業所長

平成９年７月 当社中部営業所長（部長）

平成16年５月 当社鋳鉄管営業本部長

平成17年６月 当社取締役就任（現）

平成18年４月 当社ダクタイル営業本部長

平成20年４月 日鋳商事株式会社代表取締役社

長（現）

取締役 工場長 宮　越　　　勉 昭和26年２月15日生

昭和50年４月 日本鋼管株式会社入社

（注）4 1

平成11年７月 当社総務部次長

平成13年７月 当社生産管理部長

平成17年３月 当社副工場長

平成18年６月 当社取締役就任（現）

平成18年６月 当社工場長（現）

取締役
ダクタイル
営業本部長

加　藤　正　博 昭和25年４月７日生

昭和50年４月 当社入社

（注）3
 

3

平成15年７月 当社営業統括部長

平成18年４月 当社鋳鉄管営業部長（現）

平成19年６月 当社取締役就任（現）

平成20年４月 当社ダクタイル営業本部長

（現）

取締役 ― 藤　岡　正　和 昭和23年７月13日生

昭和46年４月 川崎製鉄株式会社入社

（注）4 ―

平成11年７月 同社製鉄・プラント事業部銑鋼

技術部長

平成16年４月 ＪＦＥエンジニアリング株式会

社

常務（執行役員）ソリューショ

ンエンジニアリングセンター長

平成20年４月 同社常務（執行役員）

水エンジニアリング事業部長

（現）

平成20年６月 当社取締役就任（現）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株式数
（千株）

監査役
（常勤）

― 瀬　尾　播　元 昭和21年８月14日生

昭和44年４月 東京瓦斯株式会社入社

（注）6 22

平成３年７月 同社経理部経理計画グループ

マネージャー

平成11年６月 同社環境部環境推進グループ

マネージャー

平成15年６月 当社常勤監査役就任（現）

監査役
（常勤）

― 齋　藤　秀　昭 昭和25年２月14日生

昭和47年４月 日本鋼管株式会社入社

（注）6
 

2

平成８年７月 同社電子デバイス本部綾瀬研

究所総務部長

平成11年４月 当社総務部長

平成17年３月 株式会社鶴見工材センター代

表取締役社長

平成19年６月 当社監査役就任（現）

監査役 ― 井　上　正　敏 昭和21年11月９日生

昭和44年４月 川崎製鉄株式会社入社

（注）6 ―

平成５年７月 同社水島製鉄所熱間圧延部長

平成12年６月 同社取締役就任

平成15年４月 JFEエンジニアリング株式会社

監査役（現）

平成15年６月 当社監査役就任（現）

監査役 ― 姥　　　康　博 昭和26年11月29日生

昭和49年４月 日本鋼管株式会社入社

（注）5 ―

平成13年７月 同社鶴見総括センター総務

部長

平成18年５月 JFEエンジニアリング株式会社

グループ経営総括部担当役員

付（現）

平成18年６月 当社監査役就任（現）

計 92

（注） １　藤岡正和氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

２　監査役瀬尾播元、井上正敏及び姥　康博の３氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

３　取締役の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成21年３月期に係る定時株主総会終結の

時までであります。

４　取締役の任期は、平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成22年３月期に係る定時株主総会終結の

時までであります。

５　監査役の任期は、平成18年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成22年３月期に係る定時株主総会終結の

時までであります。

６　監査役の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成23年３月期に係る定時株主総会終結の

時までであります。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】

（1） コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、法令の遵守に基づく公正な企業活動を基本に据え、経営の健全性と透明性を高めることを企業

統治の要とし、事業経営の有効性と効率性の向上に努めております。

　

（2） 会社の機関の内容

当社は監査役制度を採用しております。従いまして会社の機関といたしましては、株主総会、取締役会、

代表取締役、監査役及び監査役会であります。

取締役会は、社外取締役１名を含む７名で構成しております。代表取締役は１名、監査役は４名であり

ます。監査役４名中３名が社外監査役であり、また常勤監査役が２名おります。監査役全員で監査役会を

構成しております。

　

（3） 内部統制システム及びリスク管理体制の整備の状況

①　内部統制システムの整備の状況

当社の内部統制システムといたしましては、まず会社の諸機関が法定の権限と義務を忠実に遂行す

ることを基本としております。即ち取締役会は、業務の執行を決定し、取締役の職務の執行状況を監査

するため、原則毎月１回定例取締役会を、また必要に応じて臨時取締役会を開催しております。会社の

業務執行は、代表取締役が上記の「コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方」を社内徹底

するとともに、権限と責任を明確にし、円滑な情報の伝達を可能とする組織体制に基づき効率的に行っ

ております。なお、経営会議を適宜開催し、重要方針及び経営執行に関する基本方針等を審議しており

ます。

また社長（代表取締役）直属の内部監査部署を設け、業務執行状況の監査を実施させ、その報告を業

務執行の改善に役立てております。

監査役は、取締役会等の重要な会議への出席のほか、取締役等からその職務の執行状況等の聴取、重

要な決裁書類等の閲覧、業務及び財産の状況の調査、会計監査人からの監査報告の聴取、子会社からの

営業報告の聴取や子会社の業務及び財産状況の調査等により、取締役の職務の執行を監査しておりま

す。

　

②　リスク管理体制の整備の状況

当社グループを取巻くリスクには諸々のものがありますが、リスク管理体制は、基本的には上記の内

部統制システムと表裏一体なものとなっております。なおコンプライアンスに関するリスクにつきま

しては、グループ企業倫理規程を設け、企業の行動目標と行動規準を明らかにするとともに、グループ

企業倫理委員会の設置を行い、法令遵守のための各種研修会を実施することにより、経営層はもとより

一般社員に至るまでコンプライアンスに対する意識の浸透、具体的な行動規範の徹底をはかってきて

おります。合わせて内部監査及び法務業務の充実に努め、絶えず業務執行の妥当性と適法性のチェック

を行っております。
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③　内部統制及びリスク管理体制の関係図

　

　

（4） 内部監査及び監査役監査、会計監査の状況

①　内部監査及び監査役監査

内部監査部署として社長直属の監査室が設けられており、要員は２名であります。監査室は社長から

指示された監査テーマにつき、社長の承認を得た監査実施計画に基づき、業務監査を実行しておりま

す。

当社の監査役は前述いたしましたとおり４名で、３名が社外監査役、１名が社内監査役であります。

監査役の監査活動は、監査役会が定めた監査の方針・計画等に従い行われており、監査役会は、原則と

して毎月１回開催しております。

監査室、監査役及び会計監査人は、監査の方針・計画及び監査結果等につき適宜情報交換や意見交換

等を行うなど連携を密にし、監査の実効性及び効率性の向上を目指しております。

　

②　会計監査

会計監査人につきましては、仰星監査法人を選任しており、同監査法人による監査が中間、期末のみ

ならず期中においても適宜実施されております。

当期において業務をした公認会計士の氏名及び当社に係る継続監査年数は以下のとおりでありま

す。

業務執行社員 中　川　隆　之 ２年

業務執行社員 神　山　俊　一 １年

※　同監査法人は、公認会計士法上の規制開始に先立ち、自主的に業務執行社員の交代制度を導入しておりま

す。また、監査業務に係る補助者は、公認会計士５名、会計士補等６名であります。
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（5） 役員報酬及び監査報酬

①　役員報酬の内容

区分 当期支払額

取締役 45百万円（内、社外取締役　―百万円）

監査役 19百万円（内、社外監査役　11百万円）

②　監査報酬の内容

区分 当期支払額

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 23百万円

上記以外の報酬 14百万円

（注）仰星監査法人に対する公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬には、証券取引法第24

条の２第１項の規定に基づく有価証券報告書の訂正報告書及び同法第24条の５第５項の規定に基づく半

期報告書の訂正報告書の提出に係る監査報酬3百万円を含んでおります。　

　　上記以外の報酬の内容は、財務報告に係る内部統制の評価・報告制度を導入するための助言及び指導業

務に対するものであります。

（6） 会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の

概要

当社と社外取締役又は社外監査役及びその近親者との人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利

害関係はございません。なお、社外取締役の藤岡正和氏は提出日現在ＪＦＥエンジニアリング株式会社の

常務執行役員であり、同社は当社の発行済株式総数の29.2％を所有しております。また社外監査役井上正

敏氏はＪＦＥエンジニアリング株式会社の監査役であります。

当社とＪＦＥエンジニアリング株式会社との間には、第１［企業の概況］３［事業の内容］に記載の

とおり営業取引がございます。

（7） その他

①　責任限定契約の内容と概要

　　当社は、社外役員全員と会社法第423条第1項の賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づ

く賠償の限度額は100万円又は法令が規定する最低限度額のいずれか高い額であります。

②　取締役の員数

　　当社の取締役は13名以内とする旨定款に定めております。

③　取締役及び監査役の選任の決議要件

　　当社は、取締役及び監査役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１

以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。

④　取締役会決議による自己株式の取得

　　当社は、会社法第165条第２項の規定に従い、取締役会の決議により、市場取引等による自己株式の取得を

行うことができる旨定款に定めております。これは、機動的な資本政策を可能とすることを目的とする

ものであります。

⑤　株主総会の特別決議要件

　　当社は、会社法第309条第２項に定める決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３

分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。

これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うこと

を目的とするものであります。
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

（1） 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省

令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　　なお、前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に

基づき、当連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則

に基づき作成しております。

　

（2） 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　　なお、前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づき作

成しております。

　

２　監査証明について

当社は、前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）及び前事業年度（自　平成18年

４月１日　至　平成19年３月31日）は証券取引法第193条の２の規定に基づき、また当連結会計年度（自　平

成19年４月１日　至　平成20年３月31日）及び当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

は金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、それぞれ連結財務諸表並びに財務諸表について、仰

星監査法人の監査を受けております。 
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１ 【連結財務諸表等】

（1） 【連結財務諸表】

① 【連結貸借対照表】

　
前連結会計年度末
（平成19年３月31日）

当連結会計年度末
（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部）

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 ※２ 2,541 2,113

　２　受取手形及び売掛金 ※４ 4,986 5,018

　３　完成工事未収入金 549 208

　４　たな卸資産 5,002 4,931

　５　繰延税金資産 129 132

　６　その他 176 88

　　　貸倒引当金 △16 △35

　　　流動資産合計 13,36856.6 12,45555.8

Ⅱ　固定資産

　（1）　有形固定資産 ※１

　　１　建物及び構築物 4,967 4,990

　　　　減価償却累計額 3,237 1,729 3,359 1,630

　　２　機械装置及び運搬具 15,818 16,183

　　　　減価償却累計額 12,043 3,774 12,665 3,517

　　３　工具器具備品 3,726 3,807

　　　　減価償却累計額 3,301 425 3,465 342

　　４　土地 3,359 3,359

　　５　建設仮勘定 1 ─

　　　有形固定資産合計 9,29139.4 8,84939.6

　（2）　無形固定資産 230 1.0 203 0.9

　（3）　投資その他の資産

　　１　投資有価証券 76 154

　　２　保証金 98 65

　　３　繰延税金資産 10 13

　　４　その他 601 634

　　　　貸倒引当金 △75 △39

　　　投資その他の資産合計 710 3.0 829 3.7

　　　固定資産合計 10,23243.4 9,88244.2

　　　資産合計 23,600100.0 22,337100.0
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　 前連結会計年度末
（平成19年３月31日）

当連結会計年度末
（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部）

Ⅰ　流動負債

　１　支払手形及び買掛金 ※４ 4,608 3,451

　２　工事未払金 122 55

　３　短期借入金 ※１ 2,945 3,790

　４　未払法人税等 37 50

　５　未払消費税等 44 59

　６　未払金 406 351

　７　未払費用 51 42

　８　設備関係支払手形 ※４ 232 160

　９　賞与引当金 199 165

　10　その他 ※２ 206 119

　　　流動負債合計 8,85437.5 8,24936.9

Ⅱ　固定負債

　１　長期借入金 ※１ 3,967 3,372

　２　退職給付引当金 471 469

　３　役員退職慰労引当金 70 87

　４　課徴金納付準備引当金 217 217

　５　繰延税金負債 367 342

　６　負ののれん 206 172

　７　その他 266 271

　　　固定負債合計 5,56723.6 4,93322.1

　　　負債合計 14,42261.1 13,18259.0

（純資産の部）

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 1,8557.9 1,8558.3

　２　資本剰余金 264 1.1 264 1.2

　３　利益剰余金 6,92329.3 6,92431.0

　４　自己株式 △2 △0.0 △3 △0.0

　　　株主資本合計 9,04138.3 9,04240.5

Ⅱ　評価・換算差額等

　　　その他有価証券評価
　　　差額金

10 0.1 △23 △0.1

　　　評価・換算差額等合計 10 0.1 △23 △0.1

Ⅲ　少数株主持分 126 0.5 136 0.6

　　　純資産合計 9,17838.9 9,15541.0

　　　負債純資産合計 23,600100.0 22,337100.0
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② 【連結損益計算書】

　
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 17,598100.0 17,268100.0

Ⅱ　売上原価 ※２ 14,16380.5 14,13581.9

　　　売上総利益 3,43419.5 3,13218.1

Ⅲ　販売費及び一般管理費
※１
※２

3,16318.0 2,79816.2

　　　営業利益 270 1.5 334 1.9

Ⅳ　営業外収益

　１　受取利息 0 1

　２　受取配当金 2 0

　３　技術協力収入 70 68

　４　負ののれん償却額 34 34

　５　その他 54 162 0.9 56 160 0.9

Ⅴ　営業外費用

　１　支払利息 103 126

　２　手形売却損 26 27

　３　その他の費用 18 148 0.8 26 179 1.0

　　　経常利益 284 1.6 315 1.8

Ⅵ　特別利益

　１　固定資産売却益 ※３ 0 0

　２　投資有価証券売却益 ※４ 205 ─

　３　貸倒引当金戻入益 ― 205 1.2 4 4 0.0

Ⅶ　特別損失

　１　固定資産売却損 ※５ 4 1

　２　固定資産除却損 ※６ 35 0

　３　減損損失 ※７ ― 34

　４　設備撤去費用 ※８ 10 ─

　５　たな卸資産処分損 16 ─

　６　過年度退職給付費用 ※９ 4 ─

　７　課徴金 ※10 29 ─

　８　ゴルフ会員権売却損等 ─ 101 0.6 5 41 0.2

　　　税金等調整前当期純利益 388 2.2 278 1.6

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

59 143

　　　法人税等調整額 162 221 1.3 △9 133 0.8

　　　少数株主利益 3 0.0 12 0.0

　　　当期純利益 163 0.9 132 0.8

　

EDINET提出書類

日本鋳鉄管株式会社(E01283)

有価証券報告書

34/97



③ 【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高（百万円） 1,855 264 6,893 △2 9,011

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当（注） ― ― △65 ― △65

　剰余金の配当 ― ― △65 ― △65

　当期純利益 ― ― 163 ― 163

　自己株式の取得 ― ― ― △0 △0

　役員賞与の支給（注） ― ― △1 ― △1

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額（純額）

― ― ― ― ―

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

― ― 30 △0 30

平成19年３月31日残高（百万円） 1,855 264 6,923 △ 2 9,041

　

評価・換算差額等

少数株主
持分

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

平成18年３月31日残高（百万円） 160 124 9,296

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当（注） ― ― △65

　剰余金の配当 ― ― △65

　当期純利益 ― ― 163

　自己株式の取得 ― ― △0

　役員賞与の支給（注） ― ― △1

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額（純額）

△150 2 △148

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

△150 2 △118

平成19年３月31日残高（百万円） 10 126 9,178

（注）　平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高（百万円） 1,855 264 6,923 △2 9,041

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当 ─ ─ △131 ─ △131

　当期純利益 ─ ─ 132 ─ 132

　自己株式の取得 ─ ─ ─ △0 △0

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額（純額）

─ ─ ─ ─ ─

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

─ ─ 1 △0 0

平成20年３月31日残高（百万円） 1,855 264 6,924 △3 9,042

　

評価・換算差額等

少数株主
持分

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

平成19年３月31日残高（百万円） 10 126 9,178

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当 ─ ─ △131

　当期純利益 ─ ─ 132

　自己株式の取得 ─ ─ △0

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額（純額）

△33 10 △23

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

△33 10 △22

平成20年３月31日残高（百万円） △23 136 9,155
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】
　

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

　１　税金等調整前当期純利益 388 278

　２　減価償却費 997 1,032

　３　減損損失 ― 34

　４　負ののれん償却額 △34 △34

　５　貸倒引当金の増減額（減少：△） 43 △17

　６　賞与引当金の減少額 ― △33

　７　退職給付引当金の減少額 △36 △50

　８　受取利息及び受取配当金 △3 △1

　９　支払利息 103 126

　10　有形固定資産売却益 　　△0 △0

　11　投資有価証券売却益 △205 ―

　12　有形固定資産売却損 4 1

　13　有形固定資産除却損 35 0

　14　売上債権の減少額 482 309

　15　たな卸資産の減少額 208 71

　16　仕入債務の減少額 △595 △1,262

　17　その他 △296 65

　　　　小計 1,093 520

　18　利息及び配当金の受取額 3 1

　19　利息の支払額 △97 △123

　20　法人税等の支払額 △344 △128

　　　営業活動によるキャッシュ・フロー 655 270

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　１　有形固定資産の取得による支出 △929 △675

　２　有形固定資産の売却による収入 1 1

　３　無形固定資産の取得による支出 △23 △22

　４　投資有価証券の取得による支出 △0 △134

　５　投資有価証券の売却による収入 231 0

　６　会員権売却等による収入 ― 20

　７　その他 ― 0

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △720 △810

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　１　短期借入金の増加額 307 517

　２　長期借入れによる収入 1,850 700

　３　長期借入金の返済による支出 △1,057 △967

　４　自己株式の取得による支出 △0 △0

　５　親会社による配当金の支払額 △132 △134

　６　少数株主への配当金の支払額 △1 △2

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー 966 112

Ⅳ　現金及び現金同等物の増減額 900 △427

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首残高 1,510 2,411

Ⅵ　現金及び現金同等物の期末残高 2,411 1,983
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　

項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１　連結の範囲に関する事項 子会社は、全て連結しております。

連結子会社の数　　　　　　　４社

連結子会社の名称

　　日鋳商事株式会社

　　株式会社鶴見工材センター

　　日鋳サービス株式会社

　　利根鉄工株式会社

子会社は、全て連結しております。

連結子会社の数　　　　　　　４社

連結子会社の名称

　　日鋳商事株式会社

　　株式会社鶴見工材センター

　　日鋳サービス株式会社

　　利根鉄工株式会社

２　持分法の範囲に関する事

項

（1） 持分法を適用した非連結子会社

の数

　　なし

（2） 持分法を適用した関連会社の数

　　なし

（1） 持分法を適用した非連結子会社

の数

　　なし

（2） 持分法を適用した関連会社の数

　　なし

３　連結子会社の事業年度等

に関する事項

連結子会社の事業年度末日と連結決算

日は同一であります。

同左

４　会計処理基準に関する事

項

１　重要な資産の評価基準及び評価方

法

（1） 有価証券

　その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に

基づく時価法

（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定

しております。）

時価のないもの

移動平均法による原価法

１　重要な資産の評価基準及び評価方

法

（1） 有価証券

　その他有価証券

時価のあるもの

同左

　

　

　

　

　

　

時価のないもの

同左

（2） たな卸資産

主として、移動平均法による原

価法

（2） たな卸資産

同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

２　重要な減価償却資産の減価償却の

方法

（1） 有形固定資産

主に定額法

ただし、連結子会社については

一部を除いて定率法を採用して

おります。

なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

建物及び構築物　　 ２～50年

機械装置及び運搬具 ２～15年

２　重要な減価償却資産の減価償却の

方法

（1） 有形固定資産

同左

　（会計方針の変更）

　法人税法の改正（（所得税法等の一

部を改正する法律　平成19年３月30日

　法律第６号）及び（法人税法施行令

の一部を改正する政令　平成19年３月

30日　政令第83号））に伴い、当連結

会計年度から、平成19年４月1日以降

取得したものについては、改正後の法

人税法に基づく方法に変更しており

ます。これによる損益に与える影響は

軽微であります。

　なお、セグメント情報に与える影響

については、当該箇所に記載しており

ます。

　（追加情報）

　当連結会計年度から、平成19年３月

31日以前に取得したものについては、

償却可能限度額まで償却が終了した

翌年から５年間で均等償却する方法

によっております。

　当該変更に伴う損益に与える影響

は、売上総利益が95百万円減少し、営

業利益、経常利益、税金等調整前当期

純利益が97百万円それぞれ減少して

おります。

　なお、セグメント情報に与える影響

については、当該箇所に記載しており

ます。

（2） 無形固定資産

定額法を採用しております。

ただし、ソフトウェア（自社利

用分）については、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づ

く定額法によっております。

（2） 無形固定資産

同左

（3） 長期前払費用………均等償却 （3） 長期前払費用………同左

　

項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）
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３　重要な引当金の計上基準

（1） 貸倒引当金

売掛債権等の取立不能に備え

て、一般債権については、貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については、個別に回

収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。

３　重要な引当金の計上基準

（1） 貸倒引当金

同左

　（2） 賞与引当金

従業員の賞与の支給に充てるた

め、翌期支給見込額のうち当連

結会計年度に帰属する額を計上

しております。

　　　（追加情報）

　従来、賞与引当金に相当する額

は未払賞与として流動負債の

「未払費用」に計上しておりま

したが、連結財務諸表作成時に

おいて従業員に対する賞与支給

額を確定させることが困難に

なったため、当連結会計年度よ

り流動負債の「賞与引当金」と

して計上しております。なお、前

連結会計年度において流動負債

の「未払費用」に含まれる未払

賞与の額は213百万円でござい

ます。

　（2） 賞与引当金

　　　従業員の賞与の支給に充てるため、

翌期支給見込額のうち当連結会

計年度に帰属する額を計上して

おります。

（3） 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当連結会計年度

末において発生していると認め

られる額を計上しております。

過去勤務債務については、その

発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の10年による定額法に

より、費用処理しております。

数理計算上の差異については、

各連結会計年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以

内の10年による定額法により、

それぞれ発生の翌連結会計年度

から費用処理しております。

（3） 退職給付引当金

同左

　

項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（4） 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく当連結会

計年度末要支給額を計上してお

ります。

（4） 役員退職慰労引当金

同左

（5） 課徴金納付準備引当金

独占禁止法の規定に基づく課徴

金納付命令を受け、課徴金納付

準備引当金を計上しておりま

す。

（5） 課徴金納付準備引当金

同左
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４　重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。

４　重要なリース取引の処理方法

同左

５　長期請負工事の収益計上基準

工期が１年超、かつ請負金額が１

億円以上の長期請負工事について

は工事進行基準を適用しておりま

す。

５　長期請負工事の収益計上基準

同左

６　その他連結財務諸表作成のための

基本となる重要な事項

　  消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処

理は税抜方式によっておりま

す。

６　その他連結財務諸表作成のための

基本となる重要な事項

　  消費税等の会計処理

同左

５　連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用してお

ります。

同左

６　負ののれんの償却に関す

る事項

負ののれんの償却については、その発

生事由により５年間及び２０年間で均

等償却しております。

同左

７　連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わな

い取得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなっておりま

す。

同左
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（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更）

　
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）
　当連結会計年度から、「貸借対照表の純資産の部の表示
に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12
月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する
会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号
　平成17年12月９日）を適用しております。また従来の
「資本の部」の合計に相当する金額は9,052百万円であ
ります。なお、連結財務諸表規則の改正により、当連結会
計年度における連結貸借対照表は、改正後の連結財務諸
表規則により作成しております。

───

　

（表示方法の変更）

　
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 （連結損益計算書関係） 
　前連結会計年度において営業外収益に区分掲記してお
りました「材質試験収入」につきましては、当連結会計
年度において営業外収益の100分の10以下となったた
め、当連結会計年度より営業外収益の「その他」に含め
て記載しております。なお、当連結会計年度において営
業外収益の「その他」に含まれている「材質試験収
入」は10百万円であります。

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　前連結会計年度において営業活動によるキャッシュ・
フローの「その他」に含めておりました「賞与引当金
の減少額」（前連結会計年度14百万円）は、重要性が増
したため、当連結会計年度においては区分掲記すること
に変更しました。
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

　
前連結会計年度

（平成19年３月31日）
当連結会計年度

（平成20年３月31日）

※１　担保資産

このうち短期借入金286百万円及び長期借入金

1,404百万円の担保として根抵当権（極度額710百

万円）に供しているものは、次のとおりでありま

す。

土地 1,212百万円
（帳簿価

額）

建物 1,074　〃（　 〃 　）

機械装置 3,455　〃（　 〃 　）

計 5,742百万円（　 〃 　）
　

※１　担保資産

このうち短期借入金631百万円及び長期借入金773

百万円の担保として根抵当権（極度額710百万

円）に供しているものは、次のとおりであります。

土地 1,212百万円
（帳簿価
額）

建物 1,029　〃（　 〃 　）

機械装置 3,263　〃（　 〃 　）

計 5,506百万円（　 〃 　）
　

※２　従業員社内預金99百万円の担保として、質権の設定

をしております。
現金及び預金（定期預
金）

130百万円

　

※２　従業員社内預金83百万円の担保として、質権の設定

をしております。
現金及び預金（定期預
金）

130百万円

　
　３　保証債務
（1） 手形債権流動化に伴う買戻し義
務限度額（ジャパン・セキュリタ
イゼーション・コーポレーショ
ン）

762百万円

（2） 住宅財形融資制度に基づく従業
員の銀行からの借入保証額

53百万円

　

　３　保証債務
（1） 手形債権流動化に伴う買戻し義
務限度額（ジャパン・セキュリタ
イゼーション・コーポレーショ
ン）

325百万円

（2） 住宅財形融資制度に基づく従業
員の銀行からの借入保証額

49百万円

　
※４　　連結会計期間末日満期手形の会計処理について

は、手形交換日をもって決済処理しております。な

お、当連結会計年度末日が金融機関の休日であっ

たため、次の連結会計年度末日満期手形が、連結会

計年度末残高に含まれております。

　　　　　　受取手形 63百万円

　　　　　　支払手形 585　〃

　　　　　　設備関係支払手形 31　〃
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（連結損益計算書関係）

　
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

運送費 705百万円

販売諸費 79　〃

給料手当 960　〃

賞与 248　〃

退職給付費用 41　〃

福利厚生費 174　〃
　

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

運送費 706百万円

販売諸費 72　〃

給料手当 815　〃

賞与 206　〃

退職給付費用 37　〃

福利厚生費 148　〃
　

※２　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は次のとおりであります。

一般管理費 49百万円

当期製造費用 13　〃

計 62百万円
　

※２　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は次のとおりであります。

一般管理費 22百万円

当期製造費用 10　〃

計 33百万円
　

※３　固定資産売却益の主な内訳

工具器具備品 0百万円
　

※３　固定資産売却益の主な内訳

機械装置及び運搬具 0百万円

工具器具備品 0　〃

計 0百万円
　

※４　投資有価証券売却益の主な内訳
当社保有上場
有価証券３銘柄

205百万円

※５　固定資産売却損の主な内訳

機械装置及び運搬具 4百万円

工具器具備品 0　〃

計 4百万円
　

※５　固定資産売却損の主な内訳

機械装置及び運搬具 0百万円

工具器具備品 1　〃

計 1百万円
　

※６　固定資産除却損の主な内訳

建物及び構築物 0百万円

機械装置及び運搬具 32　〃

工具器具備品 2　〃

計 35百万円
　

※６　固定資産除却損の主な内訳

機械装置及び運搬具 0百万円

工具器具備品 0　〃

計 0百万円
　

　

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※７　減損損失

　　　当連結会計年度において、当社は以下の資産グループ

について減損損失を計上いたしました。

場所 用途 種類

樹脂管・倉庫そ
の他

レジンコンクリート
製品製造設備

建物及び構築物、機
械装置及び運搬具、
工具器具備品

第５工場
（ 埼 玉 県 久 喜
市）

　＜減損損失を認識するに至った経緯＞

EDINET提出書類

日本鋳鉄管株式会社(E01283)

有価証券報告書

44/97



　　　上記工場につきましては、販売価格の低迷、さらに原

材料価格の高騰など事業環境が予想以上に厳しく

なっており、当初想定しておりました収益が見込

めなくなったため、資産グループの帳簿価額を正

味売却価額まで減額し、当該減少額を減損損失と

して特別損失に計上いたしました。

建物及び
構築物

機械装置及び
運搬具

工具器具
備品

合計

1百万円 24百万円 7百万円 34百万円

　＜資産グループのグループ化の方法＞

　　  商品群を独立したキャッシュ・フローを生み出す単

位としております。 
   ＜回収可能価額の算定方法＞
　　　回収可能価額は正味売却額を零として見積もってお

ります。

※８　設備撤去費用

　　　当社における鉄蓋製造設備（Ｖプロ）の撤去費用で

あります。

　

　　　

※９　過年度退職給付費用

連結子会社における過年度の従業員退職給付費用

であります。

※10　課徴金

　　　当社によるガス用ポリエチレン管販売に関する公正

取引委員会からの課徴金納付命令分であります。
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 32,930,749 ― ― 32,930,749

　
　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 11,696 666 ― 12,362

　
（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

　単元未満株式の買取りによる増加　　666株

３　配当に関する事項

　（1） 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年6月29日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 65 2.00平成18年3月31日 平成18年6月30日

平成18年10月30日
取締役会

普通株式 利益剰余金 65 2.00平成18年9月30日 平成18年12月8日

　
　（2） 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となる

　　　もの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年6月28日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 65 2.00平成19年3月31日 平成19年6月29日
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当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 32,930,749 ― ― 32,930,749

　
　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 12,362 3,287 ─ 15,649

　
（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次のとおりであります。

　単元未満株式の買取りによる増加　　3,287株

３　配当に関する事項

　（1） 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年6月28日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 65 2.00平成19年3月31日 平成19年6月29日

平成19年10月30日
取締役会

普通株式 利益剰余金 65 2.00平成19年9月30日 平成19年12月10日

　
　（2） 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となる

　　　もの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年6月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 65 2.00平成20年3月31日 平成20年6月30日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 2,541百万円

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金

△130百万円

現金及び現金同等物 2,411百万円
　

１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 2,113百万円

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金

△130百万円

現金及び現金同等物 1,983百万円
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（リース取引関係）

　
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

（1） リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

（1） リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

車両運搬具 工具器具備品 合計

取得価額
相当額

95百万円 305百万円400百万円

減価償却
累計額相当額

46百万円 118百万円165百万円

期末残高
相当額

48百万円 186百万円235百万円

なお、取得価額相当額は有形固定資産の期末残高等

に占める未経過リース料期末残高の割合が低いた

め、「支払利子込み法」により算定しております。

車両運搬具 工具器具備品 合計

取得価額
相当額

111百万円 341百万円453百万円

減価償却
累計額相当額

54百万円 129百万円183百万円

期末残高
相当額

57百万円 212百万円270百万円

なお、取得価額相当額は有形固定資産の期末残高等

に占める未経過リース料期末残高の割合が低いた

め、「支払利子込み法」により算定しております。

（2） 未経過リース料期末残高相当額

１年内 71百万円

１年超 163百万円

計 235百万円

なお、未経過リース料期末残高相当額は有形固定資

産の期末残高等に占める未経過リース料期末残高の

割合が低いため、「支払利子込み法」により算定し

ております。

（2） 未経過リース料期末残高相当額

１年内 91百万円

１年超 178百万円

計 270百万円

なお、未経過リース料期末残高相当額は有形固定資

産の期末残高等に占める未経過リース料期末残高の

割合が低いため、「支払利子込み法」により算定し

ております。

（3） 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 54百万円

減価償却費相当額 54百万円

（3） 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 91百万円

減価償却費相当額 91百万円

（4） 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

（4） 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

（減損損失について）

　リース資産に配分された減損損失はありませんので、項

目等の記載は省略しております。

（減損損失について）

　リース資産に配分された減損損失はありませんので、項

目等の記載は省略しております。
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（有価証券関係）

Ⅰ　前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１　その他有価証券で時価のあるもの（平成19年３月31日）

　

区分 取得原価（百万円）
連結貸借対照表
計上額（百万円）

差額（百万円）

（連結貸借対照表計上額が取得原
価を超えるもの）

①　株式 6 23 17

②　債券 ─ ─ ─

③　その他 ─ ─ ─

小計 6 23 17

（連結貸借対照表計上額が取得原
価を超えないもの）

①　株式 ─ ─ ─

②　債券 ─ ─ ─

③　その他 ─ ─ ─

小計 ─ ─ ─

合計 6 23 17

　

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券

　

区分 売却額（百万円）
売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

①　株式 231 205 ─

②　債券 ─ ─ ─

③　その他 ─ ─ ─

合計 231 205 ─

　

３　時価評価されていない主な有価証券

その他有価証券

　

内容 連結貸借対照表計上額（百万円）

非上場株式 52

合計 52
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Ⅱ　当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１　その他有価証券で時価のあるもの（平成20年３月31日）

　

区分 取得原価（百万円）
連結貸借対照表
計上額（百万円）

差額（百万円）

（連結貸借対照表計上額が取得原
価を超えるもの）

①　株式 6 27 21

②　債券 ─ ─ ─

③　その他 ─ ─ ─

小計 6 27 21

（連結貸借対照表計上額が取得原
価を超えないもの）

①　株式 134 75 △59

②　債券 ─ ─ ─

③　その他 ─ ─ ─

小計 134 75 △59

合計 140 102 △38

　

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券

　

区分 売却額（百万円）
売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

①　株式 0 ─ ─

②　債券 ─ ─ ─

③　その他 ─ ─ ─

合計 0 ─ ─

　

３　時価評価されていない主な有価証券

その他有価証券

　

内容 連結貸借対照表計上額（百万円）

非上場株式 52

合計 52
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（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。

　

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。

　

　

　

次へ
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（退職給付関係）

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１　採用している退職給付制度の概要

当社及び連結子会社の２社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び退職一時金制度

（子会社のうち１社は自社の退職金制度）を設けております。なお、当社において退職給付信託を設

定しております。

　

２　退職給付債務に関する事項（平成19年３月31日）

　
イ　退職給付債務 △1,474百万円

ロ　年金資産 1,717百万円

ハ　未積立退職給付債務（イ＋ロ） 242百万円

ニ　未認識数理計算上の差異 △301百万円

ホ　未認識過去勤務債務 57百万円

ヘ　連結貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ） △2百万円

ト　前払年金費用 468百万円

チ　退職給付引当金（ヘ－ト） △471百万円

（注）　連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

　

３　退職給付費用に関する事項（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）

　
イ　勤務費用 107百万円

ロ　利息費用 32百万円

ハ　期待運用収益 △11百万円

ニ　過去勤務債務の費用処理額 14百万円

ホ　数理計算上の差異の費用処理額 △17百万円

ヘ　退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ） 125百万円

（注）　簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は「イ　勤務費用」に計上しております。

　

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

イ　退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ　割引率 2.5％

ハ　期待運用収益率 0.8％

ニ　過去勤務債務の額の処理年数 10年（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数による定額法により、費用処理して

おります。）

ホ　数理計算上の差異の処理年数 10年（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数による定額法により、それぞれ発生

の翌連結会計年度から費用処理しておりま

す。）
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当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１　採用している退職給付制度の概要

当社及び連結子会社の２社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び退職一時金制度

（子会社のうち１社は自社の退職金制度）を設けております。また、一部の連結子会社は中小企業退

職金共済制度（中退共）に加入しております。なお、当社において退職給付信託を設定しておりま

す。

　

２　退職給付債務に関する事項（平成20年３月31日）

　
イ　退職給付債務 △1,431百万円

ロ　年金資産 1,283百万円

ハ　未積立退職給付債務（イ＋ロ） △147百万円

ニ　未認識数理計算上の差異 165百万円

ホ　未認識過去勤務債務 47百万円

ヘ　連結貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ） 65百万円

ト　前払年金費用 534百万円

チ　退職給付引当金（ヘ－ト） △469百万円

（注）　連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

　

３　退職給付費用に関する事項（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

　
イ　勤務費用 105百万円

ロ　利息費用 35百万円

ハ　期待運用収益 △13百万円

ニ　過去勤務債務の費用処理額 9百万円

ホ　数理計算上の差異の費用処理額 △27百万円

へ　中小企業退職金共済制度掛金等　 0百万円

ト　退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋へ） 109百万円

（注）　簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は「イ　勤務費用」に計上しております。

　

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

イ　退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ　割引率 2.5％

ハ　期待運用収益率 0.8％

ニ　過去勤務債務の額の処理年数 10年（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数による定額法により、費用処理して

おります。）

ホ　数理計算上の差異の処理年数 10年（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数による定額法により、それぞれ発生

の翌連結会計年度から費用処理しておりま

す。）
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（税効果会計関係）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　

項目
前連結会計年度

（平成19年３月31日）
当連結会計年度

（平成20年３月31日）

繰延税金資産

　賞与引当金 83百万円 69百万円

　貸倒引当金 15百万円 15百万円

　退職給付引当金 49百万円 28百万円

　役員退職慰労引当金 27百万円 34百万円

　たな卸資産評価損 0百万円 21百万円

　繰越欠損金 46百万円 60百万円

　未払事業税 5百万円 11百万円

　固定資産減損損失 184百万円 185百万円

　その他有価証券評価差額金 ─百万円 15百万円

　その他 34百万円 40百万円

繰延税金資産小計 448百万円 484百万円

評価性引当額 △200百万円 △212百万円

繰延税金資産合計 247百万円 271百万円

繰延税金負債

　買換資産圧縮積立金 △353百万円 △352百万円

　その他有価証券評価差額金 △7百万円 ─百万円

　子会社全面時価評価による
　繰延税金負債

△115百万円 △115百万円

繰延税金負債合計 △476百万円 △467百万円

繰延税金負債の純額 △228百万円 △196百万円

　
（注）　前連結会計年度及び当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれて

おります。

前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

流動資産―繰延税金資産 129百万円 132百万円

固定資産―繰延税金資産 10百万円 13百万円

固定負債―繰延税金負債 367百万円 342百万円
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２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の

原因となった主要な項目別の内訳

　

項目
前連結会計年度

（平成19年３月31日）
当連結会計年度

（平成20年３月31日）

法定実効税率 40.0％ 40.0％

（調整）

交際費等永久に損金に
算入されない項目

10.5％ 6.2％

受取配当金等永久に益金に
算入されない項目

△3.0％ △4.1％

住民税均等割 3.3％ 4.7％

負ののれん償却額 ─％ △4.9％

評価性引当額の増減額 ─％ 5.1％

連結消去受取配当金 ─％ 3.3％

その他 6.2％ △2.4％

税効果会計適用後の法人税等負担率 57.0％ 47.9％
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　
ダクタイル鋳
鉄製品
（百万円）

エンジニアリ
ング事業
（百万円）

樹脂管・倉庫
その他
（百万円）

計
（百万円）

消去
又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ　売上高及び営業損益

売上高

（1） 外部顧客に
対する売上高

12,551 2,029 3,016 17,598 ― 17,598

（2） セグメント間の内部
売上高又は振替高

450 1 135 587 （587） ―

計 13,002 2,031 3,152 18,186 （587） 17,598

営業費用 12,662 2,238 3,024 17,925 （597） 17,327

営業利益又は
営業損失（△）

339 △207 128 260 9 270

Ⅱ　資産、減価償却費及び資本
的支出

資産 14,655 1,333 3,003 18,992 4,607 23,600

減価償却費 718 1 92 811 185 997

資本的支出 887 8 40 936 78 1,015

（注）　１　事業区分は、製造方法、製品の類似性により区分しております。

 ２  各事業区分の主要製品名または事業の内容

事業区分 主要製品または事業の内容

ダクタイル鋳鉄製品 ダクタイル鋳鉄管、異形管、FEM鉄蓋

エンジニアリング事業 水道施設工事業、土木工事業、エンジニアリング事業

樹脂管・倉庫その他
ポリエチレン管、レジンコンクリート管、付属部品、ガス用配管
材等の保管及び輸送、久喜菖蒲工場の業務請負、産業廃棄物の収
集、運搬及び積み替え保管、古鉄類（金属、樹脂等）の販売

３  資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産（4,607百万円）の主なものは、当社での余資運用資金

（現預金）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等であります。
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当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　
ダクタイル鋳
鉄製品
（百万円）

エンジニアリ
ング事業
（百万円）

樹脂管・倉庫
その他
（百万円）

計
（百万円）

消去
又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ　売上高及び営業損益

売上高

（1） 外部顧客に
対する売上高

13,250 860 3,157 17,268 ─ 17,268

（2） セグメント間の内部
売上高又は振替高

158 ─ 87 245 （245） ─

計 13,408 860 3,245 17,514 （245） 17,268

営業費用 13,208 984 2,974 17,168 （233） 16,934

営業利益又は
営業損失（△）

199 △ 123 270 346 △12 334

Ⅱ　資産、減価償却費、減損損失
及び資本的支出

資産 15,068 547 2,807 18,424 3,913 22,337

減価償却費 783 0 65 849 182 1,032

減損損失 ─ ─ 34 34 ─ 34

資本的支出 526 ─ 28 554 52 607

（注）　１　事業区分は、製造方法、製品の類似性により区分しております。

 ２  各事業区分の主要製品名または事業の内容

事業区分 主要製品または事業の内容

ダクタイル鋳鉄製品 ダクタイル鋳鉄管、異形管、FEM鉄蓋

エンジニアリング事業 水道施設工事業、土木工事業、エンジニアリング事業

樹脂管・倉庫その他
ポリエチレン管、レジンコンクリート管、付属部品、ガス用配管
材等の保管及び輸送、久喜菖蒲工場の業務請負、産業廃棄物の収
集、運搬及び積み替え保管、古鉄類（金属、樹脂等）の販売

３  資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産（3,913百万円）の主なものは、当社での余資運用資金

（現預金）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等であります。

４　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項　４　会計処理基準に関する事項　２　重要な減価償却資産

の減価償却の方法（1）有形固定資産（会計方針の変更）」に記載のとおり、法人税法の改正（（所得税法等

の一部を改正する法律　平成19年３月30日　法律第６号）及び（法人税法施行令の一部を改正する政令　平成

19年３月30日　政令第83号））に伴い、当連結会計年度から、平成19年４月1日以降取得したものについては、

改正後の法人税法に基づく方法に変更しております。これによる損益に与える影響は軽微であります。また、

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項　４　会計処理基準に関する事項　２　重要な減価償却資産

の減価償却の方法（1）有形固定資産（追加情報）」に記載のとおり、当連結会計年度から、平成19年３月31

日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却が終了した翌年から５年間で均等償却する方法

によっております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ当連結会計年度における営業費用は「ダ

クタイル鋳鉄製品」が93百万円、「エンジニアリング事業」が1百万円、「樹脂管・倉庫その他」が2百万円増

加し、営業利益又は営業損失がぞれぞれ同額増減しております。
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【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

本邦以外の国または地域には所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありませ

ん。

　

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

本邦以外の国または地域には所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありませ

ん。
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【海外売上高】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

海外売上高がないため、該当事項はありません。

　

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

海外売上高がないため、該当事項はありません。
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【関連当事者との取引】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

親会社及び法人主要株主等
　

属性
会社等
の名称

住所

資本金又
は出資金
（百万
円）

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

（被所有）割
合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
（百万
円）

科目
期末残高
（百万
円）役員の

兼任等
事業上
の関係

その他の
　
関係会社

JFEエン
ジニアリ
ング㈱

東京都
千代田
区

10,000
総合エンジ
ニアリング
業

（被所有）

直接 29.2
兼任
１人

製品売
上、エン
ジニアリ
ングの受
注、原材
料等の購
入先

エンジニ
アリング
の受注

17
完成工事

未収入金
6

原材料等

の購入等
79
支払手形 0

買掛金 0

主要株主
　

会社等
東京瓦斯㈱

東京都
港区

141,844
ガスの製造
・供給及び
販売等

（被所有）

直接 3.0

間接
7.1

―

製品の売

上、ガス

用配管材

等保管の

受注先、
原材料等
の購入
先、事務
所の賃借
等

製品の売

上 、ガス

用配管材

等保管の

受注

1,231売掛金 125

原材料等

の購入 、

事務所の

賃借

前払費用 1

291
買掛金 21

未払金 0

未払費用 1

（注）　上記取引金額には消費税等は含まれず、期末残高には消費税等を含んでおります。

取引条件及び取引条件の決定方針等

　製品売上等、ガス用配管材等保管の受注先、エンジニアリングの受注、原材料等の購入の発注等について

は、市場の実勢価格をみて、そのつど決定しております。

　製品売上、エンジニアリングの受注、ガス用配管材等保管の受注及び原材料等の購入、事務所の賃借につい

ては、市場の実勢価格をみて、そのつど決定しております。

　

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　　　　重要な影響を及ぼす取引がないため、記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

　
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 274.99円１株当たり純資産額 274.02円

１株当たり当期純利益 4.97円

潜在株式調整後
―円

１株当たり当期純利益

１株当たり当期純利益 4.04円

潜在株式調整後
─円

１株当たり当期純利益
　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について
は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について
は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（注）　算定上の基礎

１　１株当たり純資産額

項目
前連結会計年度 当連結会計年度

（平成19年３月31日） （平成20年３月31日）

連結貸借対照表の純資産の部の合計
額（百万円）

9,178 9,155

普通株式に係る純資産額（百万円） 9,052 9,019

差額の主な内訳

　　少数株主持分（百万円） 126 136

普通株式の発行済株式総数（千株） 32,930 32,930

普通株式の自己株式数（千株） 12 15

１株当たり純資産額の算定に用いら
れた普通株式の数（千株）

32,918 32,915

　

２　１株当たり当期純利益

前連結会計年度 当連結会計年度
項目 （自　平成18年４月１日 （自　平成19年４月１日

至　平成19年３月31日） 至　平成20年３月31日）

連結損益計算書上の当期純利益（百万
円）

163 132

普通株式に係る当期純利益（百万円） 163 132

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ─

普通株式の期中平均株式数（千株） 32,918 32,916

　

（重要な後発事象）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

───    当社の第104回定時株主総会において退職慰労金の
贈呈が承認された元役員４名のうち取締役２名につ
いて、当社所定の基準額より減ずる決議が当該株主総
会後の取締役会（平成20年６月27日）で行われまし
た。このため、当該２名に対する退職慰労金の支出に
備えて計上しておりました役員退職慰労引当金の戻
入益（特別利益）10百万円が、上記取締役会の日付で
発生しております。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

　該当事項はありません。

　

【借入金等明細表】

　

区分
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 2,017 2,534 1.379 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 927 1,255 1.594 ―

１年以内に返済予定のリース債務 ─ ─ ─ ─

長期借入金（１年以内に返済予定
のものを除く。）

3,967 3,372 1.798
平成21年４月30日～
平成28年７月29日

リース債務（一年以内に返済予定
のものを除く。）

─ ─ ─ ─

合計 6,913 7,161 1.614 ―

（注） １　「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおり

であります。

　
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 1,120 901 696 353

　

（2） 【その他】

①　連結会計年度終了後の状況

特記事項はありません。

　

②　重要な訴訟事件等

当社は、ダクタイル鋳鉄直管の取り引きに関し、公正取引委員会より平成11年４月22日付で独占禁止

法違反の審決を受け、また同年12月22日付で同法第48条の２第１項の規定による課徴金10億5,354万円

の納付命令を受けましたが、平成12年１月20日に不服申立てを行い、審判手続きを行ってまいりました

が、目下審決を待っているところです。
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２ 【財務諸表等】

（1） 【財務諸表】

① 【貸借対照表】
　

前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部）

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 ※3 1,822 1,374

　２　受取手形
※4
※6

2,772 2,601

　３　売掛金 ※4 1,492 1,235

　４　完成工事未収入金 551 208

　５　製品 ※1 4,037 3,990

　６　原材料 119 174

　７　仕掛品 179 117

　８　未成工事支出金 132 41

　９　貯蔵品 372 427

　10　前払費用 38 12

　11　繰延税金資産 98 100

　12　未収入金 178 191

　13　仮払金 1 1

　　　貸倒引当金 △11 △7

　　　流動資産合計 11,78555.7 10,46853.7

Ⅱ　固定資産

　（1） 有形固定資産 ※2

　　１　建物 3,474 3,482

　　　　減価償却累計額 2,346 1,128 2,408 1,073

　　２　構築物 760 763

　　　　減価償却累計額 593 166 614 149

　　３　機械装置 14,575 14,931

　　　　減価償却累計額 11,005 3,569 11,601 3,330

　　４　車両運搬具 200 185

　　　　減価償却累計額 187 12 177 8

　　５　工具器具備品 3,543 3,606

　　　　減価償却累計額 3,155 387 3,298 307

　　６　土地 2,775 2,775

　　７　建設仮勘定 1 ―

　　　有形固定資産合計 8,04238.0 7,64439.3
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　 前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

　（2） 無形固定資産

　　１　借地権 79 79

　　２　ソフトウェア 136 104

　　３　電話加入権 9 9

　　４　水道施設利用権 0 0

　　　無形固定資産合計 225 1.0 194 1.0

　（3） 投資その他の資産

　　１　投資有価証券 76 154

　　２　関係会社株式 189 189

　　３　出資金 0 0

　　４　長期貸付金 240 180

　　５　破産更生債権等 59 31

　　６　前払年金費用 468 534

　　７　長期前払費用 46 46

　　８　保証金 97 64

　　　　貸倒引当金 △60 △31

　　　投資その他の資産合計 1,1185.3 1,1706.0

　　　固定資産合計 9,38644.3 9,00946.3

　　　資産合計 21,172100.0 19,477100.0

（負債の部）

Ⅰ　流動負債

　１　支払手形
※4
※6

2,855 1,733

　２　買掛金 ※4 1,063 1,027

　３　短期借入金 ※2 1,700 1,700

　４　一年以内に返済予定の
　　　長期借入金

※2 879 1,195

　５　未払金 329 274

　６　工事未払金 122 55

　７　未払法人税等 20 15

　８　未払消費税等 29 40

　９　未払費用 42 33

　10　預り金 32 29

　11　設備関係支払手形 ※6 232 160

　12　従業員預り金 ※3 99 83

　13　賞与引当金 179 149

　14　前受金 67 ―

　15　その他 1 3

　　　流動負債合計 7,65536.2 6,50333.4
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　 前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅱ　固定負債

　１　長期借入金 ※2     3,407     2,912

　２　退職給付引当金       436       431

　３　役員退職慰労引当金        61        77

　４　課徴金納付準備引当金       217       217

　５　繰延税金負債       252       226

　６　預り保証金       266       271

　　　固定負債合計     4,64021.9     4,13721.2

　　　負債合計    12,29658.1    10,64154.6

（純資産の部）

Ⅰ　株主資本

　１　資本金     1,8558.8     1,8559.5

　２　資本剰余金

　　　　資本準備金       264       264

　　　　資本剰余金合計       264 1.3       264 1.4

　３　利益剰余金

　　（1） 利益準備金       463       463

　　（2） その他利益剰余金

　　　　買換資産圧縮積立金       530       527

　　　　別途積立金     5,362     5,362

　　　　繰越利益剰余金       390       388

　　　　利益剰余金合計     6,74631.9     6,74234.6

　４　自己株式       △2 △0.0       △3 △0.0

　　　株主資本合計     8,86541.9     8,85945.5

Ⅱ　評価・換算差額等

　　　その他有価証券評価
　　　差額金

       10 0.0      △23 △0.1

　　　評価・換算差額等合計        10 0.0      △23 △0.1

　　　純資産合計     8,87541.9     8,83645.4

　　　負債純資産合計    21,172100.0    19,477100.0

　

EDINET提出書類

日本鋳鉄管株式会社(E01283)

有価証券報告書

66/97



② 【損益計算書】

　
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 ※1 15,801100.0 14,900100.0

Ⅱ　売上原価

  １　期首製品たな卸高 ※2 3,682 4,037

  ２　当期商品仕入高 4,120 3,550

  ３　当期製品製造原価
※3
※6

9,140 8,666

合計 16,943 16,254

  ４　他勘定振替高 52 24

  ５　期末製品たな卸高 ※2 4,037 12,85381.3 3,990 12,23982.1

　　　売上総利益 2,94718.7 2,66017.9

Ⅲ　販売費及び一般管理費

  １　販売費及び一般管理費
※5
※6

2,79117.7 2,43216.4

　　　営業利益 155 1.0 228 1.5

Ⅳ　営業外収益

　１　受取利息 5 4

　２　受取配当金 ※4 26 23

　３　作業屑売却益 5 7

　４　技術協力収入 70 68

　５　その他 ※4 66 173 1.1 69 172 1.2

Ⅴ　営業外費用

　１　支払利息 91 110

　２　手形売却損 26 27

　３　たな卸差損 8 14

　４　その他 6 133 0.9 9 161 1.1

　　　経常利益 195 1.2 239 1.6

Ⅵ　特別利益

　１　固定資産売却益 ※7 0 0

　２　投資有価証券売却益 ※8 205 ―

　３　貸倒引当金戻入益 ― 205 1.3 12 12 0.1

Ⅶ　特別損失

　１　固定資産売却損 ※9 4 1

　２　固定資産除却損 ※10 35 0

　３　減損損失 ※11 ― 34

　４　設備撤去費用 ※12 10 ―

　５　たな卸資産処分損 16 ―

　６　課徴金 ※13 29 ―

　７　ゴルフ会員権売却損等 ― 96 0.6 5 41 0.3

　　　税引前当期純利益 305 1.9 209 1.4

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

15 87

　　　法人税等調整額 126 141 0.9 △4 82 0.5

　　　当期純利益 163 1.0 127 0.9
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製造原価明細書

　
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費 4,119 47.9 4,500 52.8

Ⅱ　労務費 2,067 24.0 1,920 22.5

Ⅲ　経費 ※ 2,417 28.1 2,108 24.7

当期総製造費用 8,604 100.0 8,528 100.0

期首仕掛品たな卸高 990 312

他勘定受入高 ─ 35

合計 9,595 8,876

他勘定振替高 142 49

期末仕掛品たな卸高 312 159

当期製品製造原価 9,140 8,666

　

（脚注）

　
注１　※主な内訳は次のとおりであります。

項目 当事業年度

外注加工費 393百万円

減価償却費 746百万円

修繕費 461百万円

支払電力料 159百万円

運送費 123百万円

　

注１　※主な内訳は次のとおりであります。

項目 当事業年度

外注加工費 156百万円

減価償却費 778百万円

修繕費 340百万円

支払電力料 166百万円

運送費 116百万円

　
２　原価計算の方法

　鋳鉄管、鉄蓋及び樹脂管部門は、組別総合原価計

算を工事部門は実際原価による個別原価計算で実

施しております。

２　原価計算の方法

　鋳鉄管、鉄蓋及び樹脂管部門は、組別総合原価計

算を工事部門は実際原価による個別原価計算で実

施しております。
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③ 【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

株主資本

資本
利益剰余金

剰余金

資本金 その他利益剰余金 自己
株主資本
合計

資本 利益 買換資産 別途 繰越利益
剰余金

利益剰 株式

準備金 準備金 圧縮積 積立金 余金合計

立金

平成18年３月31日残高
（百万円）

1,855264 463 5335,3623556,715△2 8,833

事業年度中の変動額

剰余金の配当（注） ― ― ― ― ― △65 △65 ― △65

剰余金の配当 ― ― ― ― ― △65 △65 ― △65

買換資産圧縮積立金
― ― ― △1 ― 1 ― ― ―

の取崩し（注）

買換資産圧縮積立金
― ― ― △1 ― 1 ― ― ―

の取崩し

当期純利益 ― ― ― ― ― 163 163 ― 163

自己株式の取得 ― ― ― ― ― ― ― △0 △0

株主資本以外の項目の事業年度
期間中の変動額（純額）

─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─

事業年度中の変動額合計
（百万円）

― ― ― △2 ― 34 31 △0 31

平成19年３月31日残高
（百万円）

1,855264 463 5305,3623906,746△2 8,865

評価・換算差額等

純資産合計
その他

有価証券

評価差額金

平成18年３月31日残高
（百万円）

160 8,994

事業年度中の変動額

剰余金の配当（注） ― △65

剰余金の配当 ― △65

買換資産圧縮積立金
の取崩し（注）

─ ─

買換資産圧縮積立金
の取崩し

─ ─

当期純利益 ― 163

自己株式の取得 ― △0

株主資本以外の項目の事業年度期間
中の変動額（純額）

△150 △150

事業年度中の変動額合計
（百万円）

△150 △118

平成19年３月31日残高
（百万円）

10 8,875

（注）　平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

株主資本

資本
利益剰余金

剰余金

資本金 その他利益剰余金 自己
株主資本
合計

資本 利益 買換資産 別途 繰越利益
剰余金

利益剰 株式

準備金 準備金 圧縮積 積立金 余金合計

立金

平成19年３月31日残高
（百万円）

1,855264 463 5305,3623906,746△2 8,865

事業年度中の変動額

剰余金の配当 ― ― ― ― ― △131△131 ― △131

買換資産圧縮積立金
― ― ― △2 ― 2 ― ― ―

の取崩し

当期純利益 ― ― ― ― ― 127 127 ― 127

自己株式の取得 ― ― ― ― ― ― ― △0 △0

株主資本以外の項目の事業年度
期間中の変動額（純額）

― ― ― ― ― ― ― △0 △0

事業年度中の変動額合計
（百万円）

― ― ― △2 ― △1 △4 △0 △5

平成20年３月31日残高
（百万円）

1,855264 463 5275,3623886,742△3 8,859

評価・換算差額等

純資産合計
その他

有価証券

評価差額金

平成19年３月31日残高
（百万円）

10 8,875

事業年度中の変動額

剰余金の配当 ― △131

買換資産圧縮積立金
― ―

 の取崩し

当期純利益 ― 127

自己株式の取得 ― △0

株主資本以外の項目の事業年度期間
中の変動額（純額）

△33 △34

事業年度中の変動額合計（百万円） △33 △38

平成20年３月31日残高
（百万円）

△23 8,836
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重要な会計方針

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１　有価証券の評価基準及び評価方法

（1） 子会社株式……移動平均法による原価法

（2） その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理　

し、売却原価は移動平均法により算定してお

ります。）

１　有価証券の評価基準及び評価方法

（1） 子会社株式……同左

（2） その他有価証券

時価のあるもの

　同左

　　

　　　　時価のないもの

　　　　　移動平均法による原価法

　　　　時価のないもの 

　　　　　同左

２　たな卸資産の評価基準及び評価方法

移動平均法による原価法

２　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　同左

３　固定資産の減価償却の方法 ３　固定資産の減価償却の方法

（1） 有形固定資産

定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　 ２～50年

機械装置及び運搬具 ２～15年

（1） 有形固定資産

　　同左

　

（会計方針の変更）

　法人税法の改正（（所得税法等の一部を改正する

法律　平成19年３月30日　法律第６号）及び（法人税

法施行令の一部を改正する政令　平成19年３月30日　

政令第83号））に伴い、当事業年度から、平成19年４

月1日以降取得したものについては、改正後の法人税

法に基づく方法に変更しております。これによる損

益に与える影響は軽微であります。

（追加情報）

　当事業年度から、平成19年３月31日以前に取得した

ものについては、償却可能限度額まで償却が終了し

た翌年から５年間で均等償却する方法によっており

ます。

　当該変更に伴う損益に与える影響は、売上総利益が

91百万円減少し、営業利益、経常利益、税引前当期純

利益が92百万円それぞれ減少しております。

（2） 無形固定資産

定額法を採用しております。

ただし、ソフトウェア（自社利用分）については

社内における利用可能期間（５年）に基づく定額

法を採用しております。

（2） 無形固定資産

　　同左

（3） 長期前払費用………均等償却 （3） 長期前払費用………同左

　

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

４　引当金の計上基準

（1） 貸倒引当金

売掛債権等の取立不能に備えて、一般債権につい

ては、貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。

４　引当金の計上基準

（1） 貸倒引当金

　　同左
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　（2） 賞与引当金

従業員の賞与の支給に充てるため、翌期支給見

込額のうち当事業年度に帰属する額を計上して

おります。

　　　（追加情報）

　従来、賞与引当金に相当する額は未払賞与とし

て流動負債の「未払費用」に計上しておりまし

たが、財務諸表作成時において従業員に対する

賞与支給額を確定させることが困難になったた

め、当事業年度より流動負債の「賞与引当金」

として計上しております。なお、前事業年度にお

いて流動負債の「未払費用」に含まれる未払賞

与の額は191百万円でございます。

　（2） 賞与引当金

従業員の賞与の支給に充てるため、翌期支給見

込額のうち当事業年度に帰属する額を計上して

おります。

　　　

（3） 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、当事業年度末において発生していると認めら

れる額を計上しております。

過去勤務債務については、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の10年による定額法によ

り、費用処理しております。

数理計算上の差異については、各事業年度の発生

時における従業員の平均残存勤務期間以内の10年

による定額法により、それぞれ発生の翌事業年度

から費用処理しております。

（3） 退職給付引当金

　　同左

（4） 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基

づく当事業年度末要支給額を計上しております。

（4） 役員退職慰労引当金

　　同左

（5） 課徴金納付準備引当金

独占禁止法の規定に基づく課徴金納付命令を受

け、課徴金納付準備引当金を計上しております。

（5） 課徴金納付準備引当金

　　同左

５　リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。

５　リース取引の処理方法

　　　同左

６　長期請負工事の収益計上基準

工期が１年超、かつ請負金額が１億円以上の長期請

負工事については工事進行基準を適用しておりま

す。

６　長期請負工事の収益計上基準

　　　同左

７　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　  消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を

採用しております。

７　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　  消費税等の会計処理

　　　同左
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重要な会計方針の変更

　
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）
　当事業年度から、「貸借対照表の純資産の部の表示に関
する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９
日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計
基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　平
成17年12月９日）を適用しております。これによる損益
に与える影響はありません。また従来の「資本の部」の
合計に相当する金額は8,875百万円であります。なお、財
務諸表等規則の改正により、当事業年度における貸借対
照表は、改正後の財務諸表等規則により作成しておりま
す。

───

　

　

表示方法の変更

　
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 （損益計算書） 
　前事業年度において営業外収益に区分掲記しておりま
した「材質試験収入」につきましては、当事業年度にお
いて営業外収益の100分の10以下となったため、当事業
年度より営業外収益の「その他」に含めて記載してお
ります。なお、当事業年度において営業外収益の「その
他」に含まれている「材質試験収入」は10百万円であ
ります。

 
───
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注記事項

（貸借対照表関係）

　
前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

※１　製品には区分が困難なため仕入商品も含んでおり

ます。

※１　製品には区分が困難なため仕入商品も含んでおり

ます。

※２　担保資産

このうち一年以内に返済予定の長期借入金238百

万円及び長期借入金1,004百万円の担保として根

抵当権（極度額10百万円）に供しているものは次

のとおりであります。

土地 935百万円
（帳簿価

額）

建物 973　〃（　 〃 　）

機械装置 3,455　〃（　 〃 　）

計 5,365　〃（　 〃 　）

※２　担保資産

このうち一年以内に返済予定の長期借入金571百

万円及び長期借入金433百万円の担保として根抵

当権（極度額10百万円）に供しているものは次の

とおりであります。

土地 935百万円
（帳簿価

額）

建物 933　〃（　 〃 　）

機械装置 3,263　〃（　 〃 　）

計 5,132　〃（　 〃 　）

※３　このうち従業員社内預金99百万円の担保として定

期預金130百万円に質権の設定をしております。

※３　このうち従業員社内預金83百万円の担保として定

期預金130百万円に質権の設定をしております。

※４　関係会社に対する主な資産及び負債で区分掲記し

た以外で各科目に含まれているものは次のとおり

であります。

受取手形 409百万円

売掛金 36百万円

長期貸付金 240百万円

支払手形 14百万円

買掛金 126百万円

５　保証債務

（1） 手形債権流動化に伴う買戻し義
務限度額（ジャパン・セキュリタ
イゼーション・コーポレーショ
ン）

762百万円

（2） 住宅財形融資制度に基づく従業
員の銀行からの借入保証額

53百万円

５　保証債務

（1） 手形債権流動化に伴う買戻し義
務限度額（ジャパン・セキュリタ
イゼーション・コーポレーショ
ン）

325百万円

（2） 住宅財形融資制度に基づく従業
員の銀行からの借入保証額

49百万円

※６　期末日満期手形の会計処理については、手形交換日

をもって決済処理しております。なお、当期末日が

金融機関の休日であったため、次の期末日満期手

形が、期末残高に含まれております。

受取手形 23百万円

支払手形 585　〃

設備関係支払手形 31　〃
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（損益計算書関係）

　
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１　このうち完成工事高1,465百万円を含んでおりま

す。

※１　このうち完成工事高239百万円を含んでおります。

※２　期首製品たな卸高及び期末製品たな卸高には区分

が困難なため仕入商品も含んでおります。

※２　期首製品たな卸高及び期末製品たな卸高には区分

が困難なため仕入商品も含んでおります。

※３　このうち完成工事原価1,360百万円を含んでおりま

す。

※３　このうち完成工事原価221百万円を含んでおりま

す。

※４　各科目に含まれている関係会社に対する主なもの

は、次のとおりであります。　

※４　各科目に含まれている関係会社に対する主なもの

は、次のとおりであります。　

受取配当金 23百万円

業務受託料等 22　〃

受取配当金 23百万円

業務受託料等 25　〃

※５　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

運送費 688百万円

販売諸費 82　〃

旅費及び交通費 119　〃

給料手当 738　〃

賞与 220　〃

退職給付費用 40　〃

福利厚生費 147　〃

租税公課 75　〃

販売費に属する費用の
おおよその割合

64％

一販管理費に属する費用の
おおよその割合

36〃

　

※５　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

運送費 682百万円

給料手当 616　〃

賞与 183　〃

退職給付費用 34　〃

福利厚生費 124　〃

販売費に属する費用の
おおよその割合

60％

一販管理費に属する費用の
おおよその割合

40〃

　
※６　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、次のとおりであります。

一般管理費 50百万円

当期製造費用 12　〃

計 62百万円
　

※６　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、次のとおりであります。

一般管理費 22百万円

当期製造費用 8　〃

計 31百万円
　

※７　固定資産売却益の主な内訳

工具器具備品 0百万円
　

※７　固定資産売却益の主な内訳

工具器具備品 0百万円
　

※８　投資有価証券売却益の主な内訳

上場有価証券３銘柄 205百万円
　　　　　　　　　　　
※９　固定資産売却損の主な内訳

機械装置 4百万円

工具器具備品 0　〃

計 4百万円

※９　固定資産売却損の主な内訳

工具器具備品 1百万円

※10　固定資産除却損の主な内訳

建物 0百万円

機械装置 32　〃

車両運搬具 0　〃

工具器具備品 2　〃

計 35百万円
　

※10　固定資産除却損の主な内訳

車両運搬具 0百万円
　

　

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※11　減損損失

　　　当事業年度において、当社は以下の資産グループにつ

いて減損損失を計上いたしました。
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場所 用途 種類

第５工場
（埼玉県久喜
市）

レジンコンクリート
製品製造設備

建物、構築物、機械装
置、工具器具備品

　＜減損損失を認識するに至った経緯＞

　　　上記工場につきましては、販売価格の低迷、さらに原

材料価格の高騰など事業環境が予想以上に厳しく

なっており、当初想定しておりました収益が見込

めなくなったため、資産グループの帳簿価額を正

味売却価額まで減額し、当該減少額を減損損失と

して特別損失に計上いたしました。

建物 構築物 機械装置
工具器具
備品

合計

1百万円 0百万円 24百万円 7百万円 34百万円

　＜資産グループのグループ化の方法＞

　　　商品群を独立したキャッシュ・フローを生み出す単

位としております。 

　＜回収可能価額の算定方法＞

　　　回収可能価額は正味売却額を零として見積もってお

ります。

※12　設備撤去費用

      鉄蓋製造設備（Ｖプロ）の撤去費用であります。

      

※13　課徴金

　　　ガス用ポリエチレン管販売に関する公正取引委員会

からの課徴金納付命令分であります。

　　　

　

　

EDINET提出書類

日本鋳鉄管株式会社(E01283)

有価証券報告書

76/97



（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 11,696 666 ― 12,362

　

（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

　単元未満株式の買取りによる増加　　666株

　

当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 12,362 3,287 ─ 15,649

　

（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

　単元未満株式の買取りによる増加　　3,287株
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（リース取引関係）

　
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

（1） リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

（1） リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

車両運搬具 工具器具備品 合計

取得価額
相当額

73百万円 254百万円328百万円

減価償却
累計額相当額

33百万円 94百万円128百万円

期末残高
相当額

40百万円 159百万円199百万円

なお、取得価額相当額は有形固定資産の期末残高等

に占める未経過リース料期末残高の割合が低いた

め、「支払利子込み法」により算定しております。

車両運搬具 工具器具備品 合計

取得価額
相当額

86百万円 303百万円390百万円

減価償却
累計額相当額

38百万円 111百万円150百万円

期末残高
相当額

48百万円 192百万円240百万円

なお、取得価額相当額は有形固定資産の期末残高等

に占める未経過リース料期末残高の割合が低いた

め、「支払利子込み法」により算定しております。

（2） 未経過リース料期末残高相当額

１年内 60百万円

１年超 138百万円

計 199百万円

なお、未経過リース料期末残高相当額は有形固定資

産の期末残高等に占める未経過リース料期末残高の

割合が低いため、「支払利子込み法」により算定し

ております。

（2） 未経過リース料期末残高相当額

１年内 80百万円

１年超 159百万円

計 240百万円

なお、未経過リース料期末残高相当額は有形固定資

産の期末残高等に占める未経過リース料期末残高の

割合が低いため、「支払利子込み法」により算定し

ております。

（3） 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 42百万円

減価償却費相当額 42百万円

（3） 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 80百万円

減価償却費相当額 80百万円

（4） 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

（4） 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

（減損損失について）

　リース資産に配分された減損損失はありませんので、項

目等の記載は省略しております。

（減損損失について）

　リース資産に配分された減損損失はありませんので、項

目等の記載は省略しております。

　

EDINET提出書類

日本鋳鉄管株式会社(E01283)

有価証券報告書

78/97



（有価証券関係）

※　前事業年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）及び当事業年度（自平成19年４月１日至

平成20年３月31日）における子会社株式で時価のあるものはありません。

　

（税効果会計関係）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　

項目
前事業年度

（平成19年３月31日）

当事業年度

（平成20年３月31日）

繰延税金資産

　賞与引当金 71百万円 59百万円

　貸倒引当金 13百万円 6百万円

　退職給付引当金 38百万円 15百万円

　役員退職慰労引当金 24百万円 31百万円

　たな卸資産評価損 ―百万円 21百万円

　未払事業税 5百万円 8百万円

　固定資産減損損失 184百万円 185百万円

　その他有価証券評価差額金 ―百万円 15百万円

　その他 25百万円 21百万円

繰延税金資産小計 362百万円 365百万円

評価性引当額 △155百万円 △139百万円

繰延税金資産合計 207百万円 225百万円

繰延税金負債

　買換資産圧縮積立金 △353百万円 △352百万円

　その他有価証券評価差額金 △7百万円 ─百万円

繰延税金負債合計 △360百万円 △352百万円

繰延税金負債の純額 △153百万円 △126百万円

　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の

原因となった主要な項目別の内訳

　

項目
前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

法定実効税率 40.0％

法定実効税率と税効果会
計適用後の法人税等の負
担率との間の差異が法定
実効税率の百分の五以下
であるため注記を省略し
ております。

（調整）

交際費等永久に損金に
算入されない項目

13.0％

受取配当金等永久に益金に
算入されない項目

△3.8％

住民税均等割 3.8％

土地（非償却資産）等
固定資産減損損失

―％

その他 △6.5％

税効果会計適用後の法人税等負担率 46.5％
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 269.63円１株当たり純資産額 268.48円

１株当たり当期純利益 4.96円

潜在株式調整後
―円

１株当たり当期純利益

１株当たり当期純利益 3.86円

潜在株式調整後
─円

１株当たり当期純利益
　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について
は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について
は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（注）　算定上の基礎

１　１株当たり純資産額

項目
前事業年度 当事業年度

（平成１９年３月31日） （平成２０年３月31日）

貸借対照表の純資産の部の合計額
（百万円）

8,875 8,836

普通株式に係る純資産額（百万円） 8,875 8,836

普通株式の発行済株式総数（千株） 32,930 32,930

普通株式の自己株式数（千株） 12 15

１株当たり純資産額の算定に用いら
れた普通株式の数（千株）

32,918 32,915

　

２　１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失

前事業年度 当事業年度
項目 （自　平成１８年４月１日 （自　平成１９年４月１日

至　平成１９年３月３１日） 至　平成２０年３月３１日）

損益計算書上の当期純利益
（百万円）

163 127

普通株式に係る当期純利益
（百万円）

163 127

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ─

普通株式の期中平均株式数（千株） 32,918 32,916

　

（重要な後発事象）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

───   　当社の第104回定時株主総会において退職慰労金の
贈呈が承認された元役員４名のうち取締役２名につ
いて、当社所定の基準額より減ずる決議が当該株主総
会後の取締役会（平成20年６月27日）で行われまし
た。このため、当該２名に対する退職慰労金の支出に
備えて計上しておりました役員退職慰労引当金の戻
入益（特別利益）10百万円が、上記取締役会の日付で
発生しております。
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

有価証券の金額が資産の総額の100分の1以下であるため、財務諸表等規則第124条の規定により

記載を省略しております。
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【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
前期末残高
（百万円）

当期増加額
百万円）

当期減少額
百万円）

当期末残高
百万円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
百万円）

当期償却額
百万円）

差引当期末
残高
百万円）

有形固定資産

　建物 3,474 9
1

3,482 2,408 62 1,073
（1）

　構築物 760 3
0

763 614 20 149
（0）

　機械装置 14,575 380
24

14,931 11,601 595 3,330
（24）

　車両運搬具 200 ― 14 185 177 3 8

　工具器具備品 3,543 122
59

3,606 3,298 188 307
（7）

　土地 2,775 ― ─ 2,775 ― ― 2,775

　建設仮勘定 1 65 67 ― ― ― ―

有形固定資産計 25,331 582
168

25,744 18,099 871 7,644
（34）

無形固定資産

　借地権 79 ― ― 79 ― ― 79

　ソフトウェア 505 16 ― 522 417 47 104

　電話加入権 9 ― ― 9 ― ― 9

　水道施設利用権 0 ― ― 0 0 0 0

無形固定資産計 595 16 ― 611 417 47 194

長期前払費用 71 20 8 83 37 20 46

繰延資産

― ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―

（注） １　「当期減少額」欄の（　）内は内書きで、減損損失の計上額であります。
　　 ２　「当期増加額」の主なものは、次のとおりであります。

建物 中子内製化 5百万円

構築物 Ｃ・Ｄ置場補修工事 2百万円

機械装置 中子内製化 157百万円

工具器具備品 直管用金枠 52百万円

中子内製化型 38百万円

ソフトウェア 販売出荷システム等の改造 9百万円

内部統制システム対応 6百万円
３　減少の主なものは、次のとおりであります。

車両運搬具 ８tフォークリフト 0百万円

工具器具備品 共用ＥＦコントローラー等 3百万円

直管用金枠 2百万円
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【引当金明細表】

　

区分
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金　（注） 72 39 20 51 39

賞与引当金 179 149 179 ─ 149

役員退職慰労引当金 61 16 ─ ─ 77

課徴金納付準備引当金 217 ─ ─ ─ 217

（注）　貸倒引当金の当期減少額（その他）欄の金額は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。
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（2） 【主な資産及び負債の内容】

当事業年度末（平成20年３月31日）における主な資産及び負債の内容は次のとおりであります。

①　現金及び預金

　

区分 金額（百万円）

現金 1

預金

当座預金 1,194

普通預金 47

定期預金 130

計 1,372

合計 1,374

　

②　受取手形

相手先別内訳

　

相手先 金額（百万円）

安田㈱ 795

旭鉄工㈱ 747

太三機工㈱ 225

㈱西武管商 203

三条機材㈱ 155

その他 473

合計 2,601

　

期日別内訳

　

期日別 金額（百万円）

平成20年４月満期 665

　 〃 　５月 〃 449

　 〃 　６月 〃 491

　 〃 　７月 〃 668

　 〃 　８月 〃 291

　 〃 　９月 〃 35

合計 2,601
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③　売掛金

相手先別内訳
　

相手先 金額（百万円）

㈱西武管商 168

安田㈱ 165

旭鉄工㈱ 117

㈱ナンブ 112

太三機工㈱ 108

その他 563

合計 1,235

　

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況
　
前期末残高
（Ａ）
（百万円）

当期発生高
（Ｂ）

（百万円）

当期回収高
（Ｃ）
（百万円）

当期末残高
（Ｄ）
（百万円）

回収率
（％）

＝
Ｃ
Ａ＋Ｂ

滞留期間
（日）

＝
（Ａ＋Ｄ）×

1/2
Ｂ÷366

1,492 14,936 15,193 1,235 92.5 33.4

（注）　消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。

　

④　完成工事未収入金

相手先別内訳
　

相手先 金額（百万円）

神奈川広域水道企業団 93

㈱石垣 60

戸田建設㈱ 49

ＪＦＥスチール㈱ 4

合計 208

　

完成工事未収入金の発生及び回収並びに滞留状況
　
前期末残高
（Ａ）
（百万円）

当期発生高
（Ｂ）

（百万円）

当期回収高
（Ｃ）
（百万円）

当期末残高
（Ｄ）
（百万円）

回収率
（％）

＝
Ｃ
Ａ＋Ｂ

滞留期間
（日）

＝
（Ａ＋Ｄ）×

1/2
Ｂ÷366

551 405 748 208 78.2 342.4

（注）　消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。

　

EDINET提出書類

日本鋳鉄管株式会社(E01283)

有価証券報告書

85/97



⑤　製品

　

品名 金額（百万円）

鋳鉄管 2,993

鉄蓋 406

樹脂管 307

その他 282

合計 3,990

　

⑥　原材料

　

品名 金額（百万円）

鋼屑 75

樹脂 31

社内原料関係 21

その他 46

合計 174

　

⑦　仕掛品

　

品名 金額（百万円）

鋳鉄管 112

樹脂管 5

合計 117

　

⑧　貯蔵品

　

品名 金額（百万円）

補助材料 114

消耗品他 312

合計 427
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⑨　支払手形

相手先別内訳
　

相手先 金額（百万円）

㈱吉田鉄工営業部 269

名神㈱ 185

豊田通商㈱ 62

西条護謨㈱ 62

阪和興業㈱ 61

その他 1,091

合計 1,733

　

期日別内訳

　

期日別 金額（百万円）

平成20年４月満期 522

　 〃 　６月 〃 887

　 〃 　７月 〃 323

合計 1,733

　

⑩　買掛金

　

相手先 金額（百万円）

クリモト・トレーディング㈱ 195

利根鉄工㈱ 168

ＪＦＥスチール㈱ 115

ＪＦＥ商事㈱ 101

日本ポリエチレン㈱ 35

その他 411

合計 1,027
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⑪　短期借入金

　

借入先 金額（百万円）

㈱みずほコーポレート銀行 400

㈱三井住友銀行 300

㈱りそな銀行 300

住友信託銀行㈱ 200

㈱伊予銀行 200

その他３行 300

合計 1,700

　

⑫　一年以内に返済予定の長期借入金

　

借入先 金額（百万円）

㈱みずほコーポレート銀行 571

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 132

第一生命保険（相） 112

農林中央金庫 100

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 96

その他３行 184

合計 1,195
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⑬　設備関係支払手形

期日別内訳

　

総額
１ヶ月以内に期日

の到来がくるもの
２ヶ月以内に期日
の到来がくるもの

３ヶ月以内に期日
の到来がくるもの

３ヶ月を超える
期日のもの

160百万円 58百万円 －百万円 89百万円 12百万円

100.0％ 36.7％ －％ 55.7％ 7.6％

　
（注）　主な相手先 東海サンド㈱ 113百万円

㈱ナニワ炉機研究所 12　〃

コマツキャステックス㈱ 8　〃

富士電機システムズ㈱ 7　〃

藤野工業㈱ 7　〃

その他８社 12　〃

　

⑭　長期借入金

　

借入先 金額（百万円）

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 571

第一生命保険（相） 492

㈱みずほコーポレート銀行 433

㈱三井住友銀行 400

明治安田生命保険（相） 386

その他４行 630

合計 2,912
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（3） 【その他】

①　決算日後の状況

特記事項はありません。

　

②　重要な訴訟事件等

当社はダクタイル鋳鉄管の取引に関し、公正取引委員会より平成11年４月22日付で独占禁止法違反

の審決を受け、また同年12月22日付で同法48条の２第１項の規定による課徴金10億5,354万円の納付命

令を受けましたが、平成12年１月20日に不服申立てを行ない、審判手続きを行ってまいりましたが、目

下審決を待っているところです。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 10,000株券、1,000株券、500株券、100株券、100株券未満の表示株券

剰余金の配当の基準日
９月30日
３月31日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え

　　取扱場所
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
みずほ信託銀行株式会社　本店証券代行部

　　株主名簿管理人
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
みずほ信託銀行株式会社

　　取次所
みずほ信託銀行株式会社　全国各支店
みずほインベスターズ証券株式会社　本店及び全国各支店

　　名義書換手数料 無料

　　新券交付手数料 印紙税相当額

株券喪失登録

　　株券喪失登録申請料 １件につき10,000円

　　株券登録料 株券１枚につき500円

単元未満株式の買取り

　　取扱場所
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
みずほ信託銀行株式会社　本店証券代行部

　　株主名簿管理人
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
みずほ信託銀行株式会社

　　取次所
みずほ信託銀行株式会社　全国各支店
みずほインベスターズ証券株式会社　本店及び全国各支店

　　買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他のやむを得ない事由によって電
子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。
なお、電子公告は当社ホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりです。
　http://www.nichu.co.jp

株主に対する特典 なし

（注）　当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない。

１　会社法第189条第２項各号に掲げる権利

２　会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

３　株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

（1） 有価証券報告書
及びその添付書類

事業年度
（第103期）

自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日

平成19年６月29日
関東財務局長に提出。

（2）
 

半期報告書 事業年度
（第104期中）

自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日

平成19年12月27日
関東財務局長に提出。

（3） 有価証券報告書の
訂正報告書

事業年度
（第100期）

自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日

平成19年６月29日
関東財務局長に提出。

（4） 
 

半期報告書の
訂正報告書

事業年度
（第101期中）

自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日

平成19年６月29日
関東財務局長に提出。

（5） 
 

有価証券報告書の
訂正報告書

事業年度
（第101期）

自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日

平成19年６月29日
関東財務局長に提出。

（6） 
 

半期報告書の
訂正報告書

事業年度
（第102期中）

自　平成17年４月１日
至　平成17年９月31日

平成19年６月29日
関東財務局長に提出。

（7） 
 

有価証券報告書の
訂正報告書

事業年度
（第102期）

自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日

平成19年６月29日
関東財務局長に提出。

（8） 
 

半期報告書の
訂正報告書

事業年度
（第103期中）

自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日

平成19年６月29日
関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

　

平成19年６月28日

日 本 鋳 鉄 管 株 式 会 社

取　締　役　会　御　中

仰 星 監 査 法 人

　

代 表  社 員
業務執行社員

公認会計士　　中　 島 　次 　郎　　㊞

　

代 表  社 員
業務執行社員

公認会計士  　中　 川  　隆　 之 　㊞

業務執行社員 公認会計士    榎　 本　  尚 　子 　㊞

　　

　

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる日本鋳鉄管株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、

すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及

び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求め

ている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者に

よって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監

査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、日本鋳鉄管株式会社及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示して

いるものと認める。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
　

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）

が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

　

平成20年６月27日

日 本 鋳 鉄 管 株 式 会 社

取　締　役　会　御　中

仰 星 監 査 法 人

　

代 表  社 員
業務執行社員

公認会計士　　中　 川 　隆　 之　　㊞

　

代 表  社 員
業務執行社員

公認会計士  　神　 山  　俊　 一 　㊞

　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている日本鋳鉄管株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の連結

財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フ

ロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求め

ている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者に

よって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監

査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、日本鋳鉄管株式会社及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示して

いるものと認める。

追記情報

　重要な後発事象に記載のとおり、第104回定時株主総会において退職慰労金の贈呈が承認された元役員４

名のうち取締役２名について、会社所定の基準額より減ずる決議が当該株主総会後の取締役会（平成20年

６月27日）で行われたことにより、当該２名に対する退職慰労金の支出に備えて計上していた役員退職慰

労引当金の戻入益（特別利益）10百万円が同日付で発生している。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
　

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）

が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

　

平成19年６月28日

日 本 鋳 鉄 管 株 式 会 社

取　締　役　会　御　中

仰 星 監 査 法 人

　

代 表  社 員
業務執行社員

公認会計士　 中　　島　　次　　郎　　㊞

　

代 表  社 員
業務執行社員

公認会計士 　中　　川　　隆　　之　　㊞

業務執行社員 公認会計士   榎　  本　  尚  　子　　㊞

　

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる日本鋳鉄管株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月３１日までの第103期事業年度の財務諸表、

すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、日本鋳鉄管株式会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営

成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）

が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

　

平成20年６月27日

日 本 鋳 鉄 管 株 式 会 社

取　締　役　会　御　中

仰 星 監 査 法 人

　

代 表  社 員
業務執行社員

公認会計士　 中　　川　　隆　　之　　㊞

　

代 表  社 員
業務執行社員

公認会計士 　神　　山　　俊　　一　　㊞

　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている日本鋳鉄管株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第104期事業年度の

財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行っ

た。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を

表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、日本鋳鉄管株式会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営

成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

追記情報

重要な後発事象に記載のとおり、第104回定時株主総会において退職慰労金の贈呈が承認された元役員４

名のうち取締役２名について、会社所定の基準額より減ずる決議が当該株主総会後の取締役会（平成20年

６月27日）で行われたことにより、当該２名に対する退職慰労金の支出に備えて計上していた役員退職慰

労引当金の戻入益（特別利益）10百万円が同日付で発生している。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）

が別途保管しております。
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